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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 百万円単位で表示している金額については、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、(1)連結

経営指標等の第71期及び第72期ならびに(2)提出会社の経営指標等の第72期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 平成14年５月に㈱トダドットコムを、また、平成15年１月に戸田塑磁材料(浙江)有限公司を設立しました。

両社は、第70期より連結の範囲に含めております。 

５ 平成15年5月に徳清戸田三峰顔料有限公司を設立しました。同社は、第71期より連結の範囲に含めておりま

す。 

第一部 【企業情報】

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期
決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 24,524 24,674 22,565 24,498 33,276

経常利益 (百万円) 1,406 921 346 593 1,332
当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 333 △577 △1,525 213 1,119

純資産額 (百万円) 31,270 30,496 28,412 28,544 29,455

総資産額 (百万円) 37,858 39,216 40,555 38,746 51,002

１株当たり純資産額 (円) 654.74 644.64 601.12 604.65 623.66
１株当たり 
当期純利益又は 
当期純損失（△）

(円) 6.31 △12.40 △32.51 4.53 23.81

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 82.6 77.8 70.1 73.7 56.9

自己資本利益率 (％) 1.1 ― ― 0.7 3.9

株価収益率 (倍) 65.6 ― ― 114.6 21.0
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,310 2,027 214 2,722 2,725

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,741 △3,052 △4,494 △906 △3,198

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △655 △618 4,486 △2,232 2,084

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 3,853 2,148 2,385 2,018 6,188

従業員数 (名) 458 480 467 475 815

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 22,476 23,174 21,861 24,206 26,564

経常利益 (百万円) 1,561 1,150 676 822 1,169
当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) 318 111 △1,102 381 625

資本金 (百万円) 5,562 5,562 5,562 5,562 5,562

発行済株式総数 (千株) 48,391 48,391 48,391 48,391 48,391

純資産額 (百万円) 30,827 30,606 28,921 29,188 29,082

総資産額 (百万円) 36,979 39,044 40,890 39,230 43,217

１株当たり純資産額 (円) 645.59 646.98 611.96 618.29 625.01
１株当たり配当額 
(１株当たり 
中間配当額)

(円)
10.00 
(5.00)

10.00
(5.00)

9.00
(5.00)

8.00 
(4.00)

8.50
(4.00)

１株当たり 
当期純利益又は 
当期純損失（△）

(円) 6.14 2.08 △23.48 8.07 13.30

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.4 78.4 70.7 74.4 67.3

自己資本利益率 (％) 1.0 0.4 ― 1.3 2.1

株価収益率 (倍) 67.4 233.7 ― 64.3 37.6

配当性向 (％) 150.6 478.8 ― 99.1 63.9
従業員数 (名) 369 367 363 399 391



６ 第71期及び第72期の(1)連結経営指標等の自己資本利益率及び株価収益率については当期純損失のため記載

しておりません。 

７ 第72期の(2)提出会社の経営指標等の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については当期純損失のた

め記載しておりません。 

８ 平成18年10月に持分法適用会社である富士化水工業㈱を連結子会社としております。 

９ 純資産額の算定にあたり、第74期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。 

10 当連結財務諸表及び財務諸表に掲載される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりまし

たが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位をもって記載することに変更いたしました。 

  なお、比較を容易にするため、第73期以前についても百万円単位に組替え表示しております。 

  



２ 【沿革】 

提出会社は、文政６年岡山県後月郡西江原村(現在：井原市)にて弁柄製造を開始し、その後、広島市横

川町において弁柄の製造販売を事業目的とする「戸田工業株式会社」を設立いたしました。 

戸田工業株式会社設立以後の企業集団に係る経緯は、次のとおりであります。 

  

 
  

年月 概要

昭和８年11月 広島市横川町に弁柄の製造販売を事業目的とする「戸田工業株式会社」を資本金50万円で設立。

昭和11年１月 広島市舟入川口町に本社及び工場を移転。

昭和26年４月 クツワ弁柄製造株式会社を合併。

昭和28年４月 広島工場にフェライト材料の生産工場を新設。

昭和29年11月 吉備工業株式会社を合併。

昭和34年10月 山口県小野田市に小野田工場を新設。

昭和38年２月 株式を広島証券取引所に上場。

昭和44年７月 小野田工場にオーディオ・ビデオテープ用磁性粉末材料の生産設備を新設。

昭和46年２月 広島市横川新町７番１号に本社を移転。

昭和48年６月 小野田工場に湿式着色顔料工場を新設。

昭和50年10月 舟入工場を研究・開発専用事業所とする。

昭和58年９月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第１部指定。

昭和59年12月 広島県大竹市にフェライト材料の生産工場(大竹工場)を新設。

昭和63年４月 小野田工場に電子印刷用着色材料の専用生産設備を新設。

平成５年９月 バイエル社(ドイツ)から、同社が保有する磁性粉末材料の営業権等を譲り受ける。

平成６年７月 ドイツ デュッセルドルフ市に全額出資の「戸田工業ヨーロッパGmbH」(現連結子会社)を設立。

平成８年８月 

 

アメリカ イリノイ州シャウンバーグ市に全額出資の「戸田アメリカINC.」(現連結子会社)を設

立。

平成９年７月 岡山工場を分社化し、「戸田ピグメント株式会社」(現連結子会社)を設立。

平成12年３月 研究・開発の拠点を舟入事業所から大竹事業所へ移転。

平成12年４月 広島市中区舟入南四丁目１番２号に本社を移転。

平成12年４月 

 

 

アメリカ カリフォルニア州ミルピタス市にシトロン・テクノロジー・グループINC.(アメリカ)

と合弁で「トダ・シトロン・テクノロジーズINC.」を設立。 

(同社は平成15年度に清算しております。）

平成13年３月 

 

小野田工場の一部を分社化し、「戸田マテリアル株式会社」(平成16年6月に社名変更、現連結子

会社)を設立。

平成13年12月 広島市中区に全額出資の「轡有限会社」(現連結子会社)を設立。

平成14年５月 広島市南区に全額出資の「株式会社トダドットコム」(現連結子会社)を設立。

平成15年１月 中国浙江省に全額出資の「戸田塑磁材料(浙江)有限公司」(現連結子会社)を設立。

平成15年５月 中国浙江省に「徳清戸田三峰顔料有限公司」(現連結子会社)を設立。

平成15年９月 広島市南区的場町一丁目２番２１号に本店を移転。

平成16年８月 中国浙江省に「浙江東磁戸田磁業有限公司」(現持分法適用会社)を設立。

平成17年４月 戸田マテリアル株式会社で行っていた酸化鉄の事業を譲り受ける。

平成18年10月
持分法適用会社「富士化水工業株式会社」の優先株式を普通株式に転換し、同社を連結子会社と

する。

平成18年10月 韓国釜山広域市に「戸田フェライトコリア株式会社」(現持分法適用非連結子会社)を設立。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社22社及び関連会社7社からなり、事業セグメントを、機能性顔料事業、

電子素材事業及びエンジニアリング事業の3事業に分類しております。事業セグメントの区分について

は、富士化水工業㈱を連結子会社化したことに伴い、今期（第74期）より変更いたしました。詳細は「第

５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 注記事項(セグメント情報) 事業の種類別セグメント情報 当連結会

計年度の (注) ６」をご参照下さい。  

 グループ各社の位置付け及び関連は、以下の通りです。  

  

  

 (1)機能性顔料事業 

機能性顔料については、当社及び戸田ピグメント㈱が中心となって製造し、主に当社及び戸田工業ヨー

ロッパGmbh、戸田アメリカInc.が販売しております。  

 クツワ化工㈱は、鋼鈑メーカから発生する硫酸鉄を処理し、当社に納入しております。  

 徳清華源顔料有限公司及び徳清戸田三峰顔料有限公司は、中国において着色顔料を製造販売しておりま

す。徳清華源顔料有限公司は戸田ピグメント㈱及び徳清戸田三峰顔料有限公司に、また、徳清戸田三峰顔

料有限公司は戸田ピグメントに、顔料の原料をそれぞれ供給しております。  

 轡㈱は、徳清華源顔料有限公司に出資しております。 

  

  

 (2)電子素材事業 

リチウムイオン電池正極材料については、当社及び戸田マテリアル㈱が製造し、当社及び戸田工業ヨー

ロッパGmbh、戸田アメリカInc.が販売しております。  

 フェライト材料については、アジアにおける三大拠点である当社及び浙江東磁戸田磁業有限公司（中

国）、昨年11月に設立した戸田フェライトコリア（韓国）で製造販売しております。また、フェライトコ

ンパウンドについては、当社及び戸田塑磁材料（浙江）有限公司が製造販売しております。  

 環境関連事業については、㈱トダドットコムがパソコンのリサイクル、データ消去等を行っておりまし

たが、平成19年4月、この事業は社外に売却いたしました。  

 電子素材の新規開発分野については、トダ・シーマナノテクノロジー㈱が光学フィルター用の銀ナノ粒

子開発を行っており、また、HUMANELECS CO.,LTDが高周波用コア材料を開発し、製造販売しております。 

 新規事業分野としては、当社が半導体装置、部品の仕入れ及び販売を実施しております。 

  

  

 (3)エンジニアリング事業 

環境エンジニアリング事業については、富士化水工業㈱及びその関連会社が排水、排ガス、廃棄物処理

等に取組んでおります。また、当社は汚染土壌の土壌改質剤の製造販売、改質処理等に取組んでおりま

す。 

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

    



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 特定子会社であります。 

   ２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

   ３ 富士化水工業㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。(下記数値は平成18年10月1日をみなし取得日として持分法適用会社から連結子会社とした

ため6ヵ月分となっております。) 

主要な損益情報等 ①売上高   4,353百万円 

         ②経常利益     3 〃 

         ③当期純利益 △368 〃 

         ④純資産額   968 〃 

         ⑤総資産額   8,173 〃 

    

名称 住所
資本金 
又は 

出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任
等

営業上の取引等

(連結子会社)

戸田工業ヨーロッパGmbH
ドイツ 
デュッセルドルフ市

千EURO

766
機能性顔料・電
子素材の仕入販
売

100.0
兼任 １名
 

ヨーロッパにおいて
当社製品の販売をし
ております。

戸田アメリカINC.
アメリカ 
イリノイ州 
シャウンバーグ市

千US$

2,300
機能性顔料・電
子素材の仕入販
売

100.0 出向 ２名
 

北アメリカにおいて
当社製品の販売をし
ております。

富士化水工業㈱(注)1,3 東京都品川区
百万円

980

排水・排ガス・
廃棄物処理等の
環境エンジニア
リング事業

99.6 兼任 ２名

当社の設備エンジニ
アリングの請負作業
をしております。 
当社より資金を貸付
けております。

戸田ピグメント㈱ 岡山県岡山市
百万円

10
機能性顔料の製
造販売

67.0
兼任 １名
出向 ２名

当社より仕掛品を仕
入れ、当社に製品を
販売しております。 
当社より本社及び工
場の土地、建物、設
備等の貸与を受けて
おります。 
当社より資金を貸付
けております。

戸田マテリアル㈱ 山口県山陽小野田市
百万円

499
電子素材の製造
販売

100.0
兼任 １名
出向 １名

当社に製品を販売し
ております。 
当社より本社及び工
場の土地、建物、設
備等の貸与を受けて
おります。

轡㈲ 広島市中区
百万円

3
徳清華源顔料有
限公司に出資

100.0   ―
当社より資金を貸付
けております。

戸田塑磁材料(浙江)有限公
司

中国浙江省
千元

16,293
電子素材の製造
販売

100.0 出向 １名

当社に製品を販売し
ております。 
当社より資金を貸付
けております。

㈱トダドットコム 広島市南区
百万円

30

パソコンリサイ
クル・データ消
去 
事務処理サービ
ス

100.0
兼任 １名
出向 １名

当社の事務処理を行
っております。

徳清戸田三峰顔料有限公司 中国浙江省
千US$

2,100
機能性顔料の製
造販売

75.0 出向 １名

当社に商品を、戸田
ピグメント㈱に原料
を販売しておりま
す。

その他10社 ― ― ―  ― ― ―

(持分法適用関連会社)

徳清華源顔料有限公司 中国浙江省
千元

27,387
機能性顔料の製
造販売

25.0
(内、轡㈲による
間接所有25.0％)

兼任 １名
  

戸田ピグメント㈱及
び徳清戸田三峰顔料
有限公司に原料を販
売しております。

浙江東磁戸田磁業有限公司 中国浙江省
千元 

51,403 
 

電子素材の製造
販売

50.0 出向 １名
戸田塑磁材料(浙江)
有限公司に原料を販
売しております。

HUMANELECS CO.,LTD. 韓国大田市
百万ウォン

1,222
高周波用磁気素
子及び原料の製
造販売

40.0
      

   ―
当社より資金を貸付
けております。

その他2社 ― ― ― ― ― ―



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループは、全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟に加入している組合員220名、日

本化学エネルギー産業労働組合連合会に加入している組合員43名及びエンジニアリング産業労働組合協

議会に加入している組合員8名の三系列の組合があります。組合結成以来、労使の関係はおおむね安定

しており、特記すべき事項はありません。 

事業の種類別 
セグメントの名称

機能性顔料事業 電子素材事業
エンジニアリング

事業
販売及び共通部門 合計

従業員数(名) 214 174 137 290 815

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

391 43.2 18.4 6,591



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の拡大、個人消費の底堅さな

どに支えられ、拡大基調で推移しました。  

 当社グループにおいては、中期経営計画を定め、事業構造の転換、経営体質の改善に取組んでおりま

す。当連結会計年度においては、新規事業の拡大、富士化水工業㈱の子会社化（平成18年10月1日付）

によるシナジー効果の創出、物流費・資金調達コスト等の経費の削減に取り組み、大幅な増収増益を達

成することができました。  

 結果として、当連結会計年度の売上高は、前期比35.8％増の33,276百万円と大幅な増収となりまし

た。また、経常利益については前期比124.5％増の1,332百万円、当期純利益については、前期比

423.2％増の1,119百万円と大幅な増益になっております。  

 なお、富士化水工業㈱を連結子会社化したことに伴い、セグメント区分を全面的に見直しておりま

す。  

  

事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。 

  

① 機能性顔料事業 

機能性顔料事業とは、各種着色材料、磁性粉末材料を主体とする事業であります。  

 各種着色材料については、電子印刷材料がITの進展に伴い引き続き堅調に推移しております。一方、

一般着色用材料については、公共工事の減少に伴い停滞気味に推移しております。また、磁性粉末材料

については、アナログ用途の売上が大幅に減少しておりますが、デジタル用途が堅調に推移しておりま

す。  

 以上により、機能性顔料事業全体の売上高は、14,643百万円、営業利益は2,516百万円となりまし

た。今後も、一層のコスト競争力の強化を図ると共に、製品の高付加価値化を推進し、経営体質の強化

に努めて行きます。  

  

② 電子素材事業 

電子素材事業とは、電子機器に利用される素材等を主体とする事業であります。  

  リチウムイオン電池正極材料は、売上規模を順次拡大したことにつれ、収益構造の改善も進展してお

ります。モーター用フェライト材料等の電子部品材料は堅調に推移しており、アンテナ用フェライト基

板等の電磁環境関係の需要が急増しております。  

 以上により、電子素材事業全体の売上高は、12,258百万円、営業利益は69百万円となりました。今後

は、一層の拡販に努めると共に、生産プロセスの見直し等によるコスト低減に努め、経営体質の強化を

図ります。  

  



③ エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業とは、富士化水工業㈱の排水・排ガス処理等の環境エンジニアリング事業を主

体に展開する事業であります。  

 環境問題に対する意識の高まりと設備投資の拡大を背景として、排水・排ガス処理設備の設置工事は

好調に推移しております。VOCによる土壌汚染問題で注目を集めている土壌改質等のソリューション事

業も増加しております。  

 以上により、エンジニアリング事業の売上高は6,375百万円、営業利益は710百万円となりました。今

後も拡販活動を強化し、安定的な経営構造の構築に努めて行きます。  

  

  （注） 事業の種類別セグメントについては、第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 注記事項

（セグメント情報） 事業の種類別セグメント情報 当連結会計年度の（注）６に記載の通り、事

業区分を変更しております。 

  

所在地別のセグメントについては、外部顧客向けの売上高は、日本28,391百万円、ヨーロッパ405百

万円、北アメリカ2,061百万円、アジア2,418百万円となっております。営業利益に関しては、日本859

百万円、ヨーロッパ9百万円、北アメリカ40百万円、アジア159百万円となっております。  

 富士化水工業㈱を連結子会社化したことに伴い、日本及びアジアでの売上高及び営業利益が大幅に増

加しております。またリチウムイオン電池正極材料をはじめとした新規事業の拡販が寄与し、日本及び

北アメリカで増収となっております。前年同期に大きく売上高が減少したヨーロッパは電子素材事業の

伸びにより堅調に推移しております。 

  

  （注）所在地別セグメントについては、第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 注記事項（セグメ

ント情報） 所在地別セグメント情報 当連結会計年度の（注）３に記載の通り、国又は地域の区

分を変更しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、6,188百万円となり、前

連結会計年度末と比べ4,169百万円増加しました。各キャシュ・フローの状況と要因は次の通りであり

ます。  

 営業活動によるキャッシュ・フローは2,725百万円と、前期と比べ3百万円の増加となりました。これ

は、前連結会計年度においてたな卸資産が大幅に減少していたのに対して、当連結会計年度は大幅に増

加する減少要因があったものの、仕入債務の増加、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益が前期比

で増加したこと等によります。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは△3,198百万円と、前期と比べ2,292百万円の減少となりまし

た。これは主に、関連会社への出資や資金の貸付、有形固定資産の取得等の支出が、前期より大幅に増

加したことによります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、2,084百万円と、前期と比べ4,317百万円の増加となりまし

た。これは主に、資金需要に対応するために借入金が増加したことによります。  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当っては前連結会計年

度分を変更後の区分に組替えて、行っております。 

  

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は平均販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

事業の種類別セグメント 生産高(百万円) 前年同期比(％)

機能性顔料事業 14,837 6.2

電子素材事業 12,232 41.2

合計 27,070 19.6

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

エンジニアリング事業 5,398 ― 1,085 ―

合計 5,398 ― 1,085 ―

事業の種類別セグメント 販売高(百万円) 前年同期比(％)

機能性顔料事業 14,643 5.0

電子素材事業 12,258 16.2

エンジニアリング事業 6,375 ―

合計 33,276 35.8

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合（％） 販売高(百万円) 割合（％）

ソニー㈱ 3,511 14.3 5,793 17.4



３ 【対処すべき課題】 

当社グループでは、ここ数年にわたり事業構造の転換を積極的に推進し、その成果が形作られつつある

状況と認識しております。このたび連結子会社化した富士化水工業㈱とのシナジー効果の創出に加え、酸

化鉄で培った技術を他の素材にも展開し、リチウムイオン電池正極材料、電子部品材料、環境関連事業等

への経営資源の投入を積極的に加速し、新規事業の基盤整備を図っていまいります。  

 一方、今後の大きな成長が期待されない市場、競争が激化する市場においては、計画的で徹底したコス

ト削減を図り、利益確保を目指してまいります。そのために、中国をはじめとする海外への生産・販売拠

点の充実に取り組む等して、市場のグローバル化に適切に対応して行きます。  

 また、環境問題は化学メーカーとして存続していくためには避けて通れない重要な課題と捉えておりま

す。引き続きゼロエミッションの達成に向け、さらに計画を実践して行きます。  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる事項には、以下のようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスクの発生の

可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

 本項においては、将来に対する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在にお

いて判断したものであります。 

  

(1)為替レートの変動 

当社の売上高の約20％は、海外向けが占めており、その大部分が外貨建てでの取引となっておりま

す。また、海外の関係会社も18社ありますが、各地域における売上・費用・資産を含む現地通貨建ての

項目は、連結財務諸表作成のために円換算されております。 

これらは為替レートの変動により、連結財務諸表の数値に影響を与え、一般的に、円高の場合は当社

グループの業績に悪影響を与え、円安の場合は好影響をもたらします。 

  

(2)原燃料価格の変動 

当社グループではレアメタル類、原油等の建値相場の影響を受ける原燃料の仕入が増加しておりま

す。このような仕入価格の変動を販売価格への転嫁や原価低減活動で吸収しきれなかった場合、当社グ

ループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(3)新製品の開発力、競合について 

当社グループは、世界№１の酸化鉄総合メーカーとして、製品開発力・供給力等で優位な立場を築い

ております。優位性の確保に向けての新製品の開発・技術革新等の活動は継続しておりますが、同業者

との競合状態は続いており、当社グループの優位性が続く保証はなく、競合関係の激化により相対的に

当社グループの競争力が低下した場合、業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  



(4)事業拡大に伴うリスク 

当社グループは、酸化鉄の製造・販売を主な事業として今日の地位を確立してまいりましたが、さら

なる発展のため、リチウムイオン電池正極材料をはじめとした酸化鉄以外の事業への多角化を進めてお

ります。これらの事業が、計画通りに進捗しない場合、業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

(5)企業買収、戦略的提携のリスク 

当社グループは、既存事業の拡大あるいは、新たな事業への進出、補強等のために、事業戦略の一環

として企業買収や資本提携を含む戦略的提携を行う可能性があります。企業買収や戦略的提携に際して

は十分な検討を行おりますが、買収・提携後に事業が計画通りに進捗しない場合には、業績に悪影響を

与える可能性があります。 

  

(6)災害等のリスク 

地震等の自然災害や火災等によって、当社グループの製造拠点等が壊滅的な損害を受ける可能性があ

ります。この様な災害を被った場合、当社グループの操業が中断し、生産及び出荷が遅延することによ

り、売上は低下し、加えて製造拠点等の修復または代替のために、巨額な費用を要することとなる可能

性があります。 

  

(7)訴訟等のリスク 

当社グループは世界的に事業活動を行っており、時として訴訟、クレームまたは種々の紛争に関わる

可能性もあります。これらの結果、訴訟等の内容及び結果によっては、当社グループの財政状態及び経

営成績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社が主として行っております。  

  当社の研究開発活動は、開発競争のグローバル化の中で、開発スピードを高めるために、社外の関連

研究施設や大学との連携に努めながら、創造本部を中心に、各事業所及び社内カンパニーの商品開発部

門が協力して、顧客ニーズ優先の商品開発と次世代商品の基礎開発を行っております。  

 

事業の種類別セグメントの研究開発活動の概況は次のとおりであります。  

  

(1)機能性顔料事業  

  磁性粉末材料については、デジタル化への社会的なニーズに対して、磁気記録の一層の高密度化に必要

な超微粒子メタルの開発を行い、市場展開を着実に進めております。非磁性下層材においても、当社独自

の技術で超微粒子、かつ高分散性の材料を商品化し、顧客ニーズを先取りした開発を行っております。ま

た、次世代の高密度記録に要求される新規材料に対しても、社外の研究機関との協力も含め、積極的な開

発を展開して実用化を目指しております。  

  電子印刷材料については、高速、高画質マシンを狙った新規材料を顧客ニーズに添って逐次商品化して

おります。着色顔料においてもハイブリッド技術を応用したナノサイズの新機能材料（デジットカラー）

の開発を行い、当連結会計期間には化粧品での採用も決まり、他の用途として電子産業分野での実用化も

順次進めております。また電子印刷用キャリア材でも当社独自技術であります重合樹脂キャリア材の実用

化が進展し、顧客ニーズを先取りした開発を行っております。当連結会計期間に、大竹事業所の重合樹脂

キャリア材の製造設備を増強し、市場への供給体制をさらに拡充し新製品を顧客に供給しております。  

 一般着色材料については、非磁性黒色顔料、透明酸化鉄顔料及び耐熱性黄色顔料を開発しておりま

す。  

 環境関連については、活性フェロキサイドを中心に焼却炉のダイオキシン低減、ダイオキシン抑制ゴミ

袋の商品化、大気浄化用触媒の開発等、さらなる高機能化（農業用保温材・カラス除けゴミ袋）への取り

組みを行っております。  

 また近年ヒートアイランド現象が問題となっておりますが、熱低減にむけて遮熱顔料の開発も行ってお

ります。さらにナノ磁性微粒子はがん温熱免疫療法として共同開発を進めており、その他の医学医療用の

先端の分野での材料開発も行っております。  

 

(2)電子素材事業  

 フェライト材料については、低温焼結ソフトフェライト等のＥＭＣ・ＩＴＳ材料の開発及びハードフェ

ライト材料、希土類磁石材料とそれらの加工技術を開発し実用化しております。特に近年はＥＭＣ・ＩＴ

Ｓ材料、希土類磁石の開発を積極的に進め、異方性磁石に用いられる射出成型用サマリウム系磁性粉の開

発に成功しました。各種金属をベースにしたノイズ抑制シートの実用化や、ユビキタス時代への対応とし

て、当社独自の新方式のアンテナシステムによるＩＣタグを開発し市場に展開しております。今後はアン

テナ増感シートやＩＣタグ用アンテナ材料等に積極的に設備投資を行い、市場に製品を展開して行きま

す。  

 また高度情報化社会に対応して小型高容量のセラミックコンデンサー用誘電体材料の開発等を行ってお

ります。誘電体材料では超微粒子のナノチタン酸バリウムの開発を行い、市場ニーズに対応した生産体制

を確立し市場に展開しております。微粒子及び各種ナノ粒子のコアー材に無機・有機物のコーティング処

理を施し、新しい機能を付与するハイブリッド技術におきましても、コアー材を金属・酸化物等の各種材

料で置き換えることにより、各分野で期待される新機能材料の開発を進めております。これら開発品の一

部は既に商品化され、今後も新製品の市場投入に取り組んでまいります。  

 電池材料については、リチウムイオン電池正極材料の開発を主に行っております。材料としてはコバル



ト酸リチウム、ニッケル酸リチウムとマンガン酸リチウム及びその複合系の開発を行っております。また

安全性・コスト面から将来有望視されている鉄系の正極材料の開発にも着手しております。当社グループ

のリチウムイオン電池正極材料は、酸化鉄製造技術で培った独自の湿式合成技術を用いて、他社にない製

造方法で生産しており、各々のリチウムイオン電池正極材料において用途別の商品開発を行い、携帯機器

用のみならず自動車用等を含めたリチウムイオン電池正極材料の多様化に対応しております。特にハイブ

リッド電気自動車や電動工具用の電池材料の市場ニーズに対応した開発・生産体制の整備を今後進めま

す。  

 環境保全、クリーンエネルギー分野では鉛代替塩ビ安定剤の事業は順調に進んでおり、今後は市場ニー

ズに添った開発の推進と生産体制の整備を行なおります。燃料電池用の触媒及び電極材料の開発を行って

おります。また燃料電池用触媒は独自の特徴を引き出し、今後パイロットスケールで市場への供給を行お

ります。  

 このほか次世代技術であるナノテクノロジーの分野では、ナノ金属、ナノ磁性微粒子の研究開発を積極

的に進めております。ナノ金属では導電性材料や抗菌材として使用される銀ナノ粒子を開発しており、大

竹事業所内のパイロットプラントで事業化を進めております。  

  

(3)エンジニアリング事業  

 環境エンジニアリングの研究開発として温暖化防止対策では、ＮＥＤＯプロジェクトで有機廃棄物の処

理に対応したメタン発酵装置ＵＡＳＢ技術の共同研究を行い、一定の成果を得ております。さらに、より

高度な技術である微生物デザイン化の共同研究を同様に応募提案中であり、今後も引き続き嫌気性微生物

を活用した温暖化防止装置の充実を行ってまいります。また当連結会計期間から国立大学の研究機関と

「海藻、昆布等の海洋バイオマスから生理活性物質とエネルギーを生産するハイブリッド処理技術」及び

「木質バイオマスを有効利用した水素エネルギー生産システム」の実用化に向けて取り組みを開始し、順

次研究成果が出てきております。このほか、排ガス処理装置を利用した炭酸ガス固定化装置あるいは炭酸

ソーダ製造装置や炭素固定化装置を取り上げてまいります。  

 水不足対策では、従来から利用されてきた水回収技術、特に膜利用技術を発展させ、国内はもとより、

よりニーズの高い中国やアジア地区の状況に合わせた装置開発も行ってまいります。  

 廃棄物削減・リサイクル面では、まず有機廃水処理装置において微生物の持つ機能を利用した、余剰汚

泥発生がよりゼロに近いシステムの開発を行っております。また半導体・液晶あるいは金属表面処理工程

からの有価物・水回収を行う単位装置および組み合わせによる装置開発を行うことによりリサイクル率を

上げ、廃棄物発生量を削減させるべく装置開発を行おります。  

 その他、年々新たに規制や基準が厳しくなる個々の排出規制に対応すべく、吸着剤や処理方式並びに基

礎の研究開発をしてまいります。  

 汚染土壌の改質についても当社独自の材料を各種商品化し、各案件に適した技術サービスを提供し、海

外においても高い評価を得るなど、顧客ニーズにあった新製品の開発を行っております。  

  

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は444百万円であります。 

また、当連結会計年度における当社が所有する特許の件数は、国内169件、海外333件、出願もしくは

審査中の件数は海外を含めると602件となっております。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

(1)重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。また、この連結財務諸表の作成にあたり必要と思われる見積りは、合理的な基準

に基づいて実施しております。詳細に関しては、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

をご参照ください。 

  

(2)経営成績の分析 

当連結会計年度における営業利益は1,170百万円と前期比181.8％の大幅な増となりました。これは富

士化水工業㈱を連結子会社にしたこと、リチウムイオン電池正極材の売上高が前期比67.1％増の拡販を

達成したこと及び前期に引き続く徹底した固定費の削減等を実施したことによります。  

 一方、経常利益は1,332百万円と前期比124.5％の増となりました。営業利益の伸びより57.3ポイント

低いのは、為替差益が前期比102百万円減少したこと等によります。  

 また、当期純利益は1,119百万円と前期比905百万円の大幅な増加となりました。これは法人税、住民

税及び事業税が前期比224百万円の減少したこと及び貸倒引当金繰入が前期比162百万円の減少したこと

等が大きく影響しております。 

  

なお、セグメント別の分析は「1〔業績等の概要〕(1)業績」をご参照下さい。 

  

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループは、リチウムイオン電池正極材料をはじめとして、IT分野への事業の多角化を図ってお

り、ＩＴ産業の動向に左右される要素を含んでおります。  

 また、建値相場の影響を受ける原燃料の仕入れが増加しており、相場の変動が仕入価格及び売上原価

に大きな影響を与えております。  

 他にも、当社グループは海外売上高の比率が23％であり、その大半が外貨建てとなっているため、為

替レートの変動は売上高・為替差損益に影響を与えております。  

 さらに「４〔事業等のリスク〕」にあげた上記以外の要因の動向によっても、売上高、損益に大きな

影響が出てきます。 

  

(4)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度は、関連会社への出資や資金の貸付及び設備投資等により、資金需要が増加し、短

期・長期借入金の残高は10,094百万円、前期比5,794百万円の増加となりました。今後はより一層の

資金活用の効率化に向けた投資案件の精査に加え、グループ内余剰資金の圧縮、売上債権の流動化を

はじめとした効率的資産活用の取組み強化を図ります。  

 

 なお、当社グループの資金状況については、「1〔業績等の概要〕(2)キャッシュ・フローの状況」

をご参照下さい。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、機能性顔料生産設備、電子素材生産設備等に総額1,709百万円

の投資を実施しました。この内、機能性顔料事業への投資が約51％、電子素材事業への投資が約32％とな

っております。 

設備の除却、売却等については、生産能力に重要な影響を及ぼすものはありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年3月31日現在 

 
 (注) １ 帳簿価額には建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 土地の面積の[ ]内の数値は、借地の面積を内書しております。 

３ 上記「戸田ピグメント㈱(岡山県岡山市)」欄は、連結子会社戸田ピグメント㈱への貸与設備等を記載して

おります。 

４ 上記「戸田マテリアル㈱北九州工場(北九州市若松区)」欄は、連結子会社戸田マテリアル㈱への貸与設備

等を記載しております。 

５ 上記以外にＯＡ機器及び機械装置等のリース契約による賃借設備を有しており、平成19年３月31日現在の

賃借設備に係るリース料は月額24百万円であります。主要な設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
６ 上記「旧本社跡地(広島市中区)」欄は、賃貸中の固定資産を記載しております。 

７ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
工具器具 
及び備品

合計

小野田事業所 
(山口県山陽小野田市等)

機能性顔料事業
電子素材事業

生産設備 2,746 4,184
2,037

(184,161)
109 9,078 175

大竹事業所 
(広島県大竹市)

機能性顔料事業
電子素材事業

生産設備 
研究開発設備 
本社機能

1,721 1,952
3,569

(95,887)
248 7,492 174

（全社部分含む。）
東京OFFICE 
(東京都港区等)

― 販売業務 25 ―
13

(55)
4 43 34

戸田ピグメント㈱ 
(岡山県岡山市)

機能性顔料事業 生産設備 142 35
7

(31,334)
[6,160]

2 186 ―

戸田マテリアル㈱ 
北九州工場 
(北九州市若松区)

電子素材事業 生産設備 215 88
93

(20,390)
1 398 3

旧本社跡地 
（広島市中区）

― ― 314 ―
34

(3,325)
0 349 ―

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
年間リース料
(百万円)

リース契約残高 
(百万円)

大竹事業所 
(広島県大竹市)

電子素材事業 生産設備 52 126

戸田マテリアル㈱ 
北九州工場 
(北九州市若松区)

電子素材事業 生産設備 71 467



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
工具器具
及び備品

合計

戸田ピグメ
ント㈱

本社・工場
(岡山県岡山市)

機能性顔料 
事業

生産設備 51 126
―
(―)

2 180 6

戸田マテリ
アル㈱

本社・北九州工場
(山口県山陽小野田
市、北九州市若松
区)

電子素材 
事業

生産設備 2 24
―
(―)

11 38 2

富士化水工
業㈱

本社・工場等
(東京都品川区等)

エンジニア
リング事業

本社機能・
販売業務等

67 0
92

(1,604)
7 167 74

㈱トダドッ
トコム

本社 
(広島市南区等)

電子素材  
事業

事務機能 ― ―
―

(―)
0 0 4

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
及び備品

合計

戸田工業 
ヨーロッパ
GmbH

本社
(ドイツ
デュッセルド
ルフ市)

― 販売業務 ― ―
―
(―)

0 0 2

戸田 
アメリカ 
INC.

本社
(アメリカ
イリノイ州
シャウンバー
グ市)

― 販売業務 ― ―
―
(―)

0 0 5

戸田塑磁材
料(浙江)有
限公司

本社・工場 
(中国浙江省)

電子素材事業 生産設備 ― 99
―
(―)

2 102 34

徳清戸田三
峰顔料有限
公司

本社・工場 
(中国浙江省) 

機能性顔料
事業

生産設備 43 50
―
(―)

4 98 26



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 193,000,000

計 193,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 48,391,922 48,391,922
東京証券取引所
(市場第１部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 48,391,922 48,391,922 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式は1,863,675株あり「個人その他」の欄に1,863単元、「単元未満株式の状況」の欄に675株を含め

て記載しております。なお、自己株式1,863,675株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的

な所有株式数は1,860,675株であります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、５単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    2,604千株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社      1,151千株 

２ 上記のほか当社所有の自己株式1,863千株(3.85%)があります。 

３ トダライフマネジメント株式会社は、平成18年11月１日に戸田ホールディングス株式会社に商号の変更をし

ております。 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 46 37 88 42 ― 6,621 6,834 ―

所有株式数 
(単元)

― 13,360 719 2,399 2,750 ― 28,528 47,756 635,922

所有株式数 
の割合(％)

― 27.97 1.51 5.02 5.76 ― 59.74 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

戸 田 俊 行 東京都港区 7,091 14.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,604 5.38

株式会社広島銀行 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号 2,274 4.70

バンク オブ ニューヨーク 
ヨーロッパ リミテッド 
ルクセンブルグ 131800 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行)

６D ROUTE DE TREVES L-2633
SENNINGERBERG 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,662 3.43

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,204 2.49

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,151 2.38

高 橋 由 紀 子 東京都世田谷区 1,029 2.13

戸田ホールディングス株式会社 広島県広島市中区舟入南四丁目１番２号 964 1.99

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内一丁目15番20号 915 1.89

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 902 1.86

計 ― 19,797 40.91



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式675株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権３個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  1,860,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 45,896,000 45,896 同上

単元未満株式 普通株式   635,922 ― 同上

発行済株式総数      48,391,922 ― ―

総株主の議決権 ― 45,896 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
戸田工業株式会社

広島市南区的場町一丁目2番21号 1,860,000 ― 1,860,000 3.84

計 ― 1,860,000 ― 1,860,000 3.84



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第155条第３号による取得 

 
  

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

 
  

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式
の買取による株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号、旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号の
規定による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年６月９日)での決議状況 
(取得期間平成18年６月12日～平成18年12月22日)

700,000（上限） 350,000,000(上限)

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 312,000 142,674,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 388,000 207,326,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 55.4 59.2

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 55.4 59.2

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年12月22日)での決議状況 
(取得期間平成18年12月25日～平成19年３月20日)

400,000(上限) 200,000,000(上限)

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 334,000 168,134,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 66,000 31,866,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 16.5 15.9

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 16.5 15.9

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 1,934 1,020,752

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 29,197 14,113,006

当期間における取得自己株式 4,718 2,313,804



(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの会社法第
155条第3号による取得及び単元未満株式の買取による株式数は含めておりません。 
  

３ 【配当政策】 

当社は、配当につきましては、株主に対する安定的な配当を継続することを も重視しておりますが、

経営成績・内部留保の充実・配当性向等も併せて勘案し、総合的に判断して決定することを基本的な方針

としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり4.5円と

し、中間配当金(４円)と合わせて8.5円としております。 

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発費用として投入していくこと

としております。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります 。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（市場で売却） 600 264,185 ― ―

保有自己株式数 1,860,675 ― 2,052,393 ―

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額(円)

平成18年11月14日取締役会決議 187 4.0

平成19年6月29日定時株主総会 209 4.5

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 480 566 629 638 564

低(円) 355 400 401 399 411

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 471 475 550 559 535 530

低(円) 442 446 457 516 475 483



５ 【役員の状況】 
  

 
(注) １ 監査役大本宜司、髙野幹夫及び山元洋は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 常務取締役高橋精一は、代表取締役社長戸田俊行の義弟であります。 

３ 平成19年6月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４ 平成19年6月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５ 平成18年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６ 平成18年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から３年間 

７ 平成18年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

― 戸 田 俊 行 昭和25年４日24日

昭和50年10月 戸田工業株式会社入社

(注)３ 7,091

昭和58年４月 同管理本部付

昭和58年６月 同常勤監査役

昭和60年６月 同取締役創造本部副本部長

平成元年４月 同創造本部長

平成５年10月 同常務取締役

平成７年６月 同代表取締役社長(現)

平成13年12月 トダテクノロジーサービス株式会

社 代表取締役

平成18年11月 戸田ホールディングス株式会

社 代表取締役(現)

常務取締役
経営管理 
本部長

高 橋 精 一 昭和28年１月21日

昭和51年４月

昭和62年４月

日本国有鉄道入社 

東日本旅客鉄道株式会社入社

(注)３ 10
平成10年５月 戸田工業株式会社入社

平成10年５月 同ＣＳ本部長兼東京支社長

平成10年６月

平成15年６月

同取締役 

同常務取締役(現)

常務取締役
調達・物流 
本部長

 久 保 田  正 昭和19年７月10日

昭和43年４月

平成10年４月

伊藤忠商事株式会社入社 

曙ブレーキ工業株式会社入社

(注)３ 10
平成17年９月 戸田工業株式会社入社

平成17年９月 同常務執行役員

平成18年４月 富士化水工業株式会社取締役(現)

平成18年６月 戸田工業株式会社常務取締役(現)

取締役
経営管理本部 
副本部長

横馬場 清 美 昭和37年２月10日

昭和59年４月 戸田工業株式会社入社

(注)３ ―

平成17年6月 

平成18年4月

戸田工業株式会社取締役(現） 

富士化水工業株式会社監査役(現)

平成18年6月 クツワ化工株式会社代表取締役社

長(現)

監査役 
(常勤)

― 島 沢 啓 介 昭和17年２月11日

昭和41年３月 戸田工業株式会社入社

(注)４ 1

平成７年４月 同フェライト製造部長兼大竹工場

長

平成７年６月 同取締役

平成11年４月 同大竹事業所長

平成14年６月 同常勤監査役(現)

監査役 ― 大 本 宜 司 昭和29年３月９日

昭和59年４月 広島弁護士会登録

(注)５ ―
昭和63年４月

平成18年６月

大本法律事務所開設 

(現 大本大内法律事務所） 

戸田工業株式会社監査役(現)

監査役 ― 髙 野 幹 夫 昭和19年３月７日

平成５年１月 京都大学教授(現)

(注)６ 1平成14年４月 京都大学化学研究所所長

平成18年６月 戸田工業株式会社監査役(現)

監査役 ― 山  元   洋 昭和16年３月23日

昭和56年４月 明治大学教授(現)

(注)７ ―
平成15年10月

平成18年６月

明治大学社会連携促進本部・本部

長(現) 

戸田工業株式会社監査役(現)

7,113



 当社では「我々は、グループ全社員の幸福を追求し、よりよき企業市民として積極的に行動しま

す。」を経営理念の一つに掲げております。これは、コーポレート・ガバナンスの充実が重要な経営課

題であることを想起させるものであり、公正で透明性の高い事業運営を基本姿勢にしております。 

  

(1) 会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社は監査役制度を採用しております。取締役会は重要な業務執行に関する意思決定機関であり、業

務執行取締役に対する監督機関となっております。取締役会は、迅速かつ的確適正な経営判断がなされ

るよう取締役4名で構成されており、月一回の定例の取締役会だけでなく、必要に応じて臨時取締役会

を開催し、重要事項を付議し決定しております。 

 平成19年6月29日現在の監査役は4名（内3名は社外監査役）であり、取締役会及び経営会議等重要な

会議には毎回監査役が出席し、客観的な立場から取締役の職務執行に対し必要に応じて意見を述べる

等、取締役の職務執行を監視する体制となっております。 

 この他、内部統制プロジェクトを編成し、内部統制システムの整備を推進しております。 

 なお、あずさ監査法人と監査契約を結び、公正不偏の立場から会計監査を受けております。 

 また、弁護士と顧問契約を締結することにより、必要に応じてアドバイスを受けております。 

  

 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】



(2) リスク管理体制の整備の状況 

  経営会議は月一回開催され、取締役・執行役員・監査役が出席し、各事業部門及び各社内カンパニー

の事業方針、事業計画、遂行状況、課題の報告と討議を行い、取締役会規程に定められた付議すべき重

要事項があれば取締役会に提案することとしております。 

 また、年度の経営方針・経営計画については、半期ごとに従業員及び労働組合への内容説明会を開催

し、経営情報の共有化を図っております。 

 平成16年9月に㈱東京証券取引所により示された上場会社コーポレート・ガバナンス原則の考え方を

基本として、社内でコーポレート・ガバナンス原則を制定いたしました。 

 また、コンプライアンス体制としては平成16年8月にコンプライアンス委員会を設け、コンプライア

ンス行動規範、コンプライアンス規程を制定し運用しております。また、内部通報制度も整備いたしま

した。これらの意識向上策として平成17年7月、オンラインコンプライアンスプログラムを導入し全社

員への教育を完了しております。法令及び社内規定等の順守の徹底、企業倫理の確立のほか管理責任の

明確化及び開示情報の透明性の向上に取り組んでおります。 

  

(3) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬 63百万円 

監査役の年間報酬  8百万円 (うち社外監査役 2百万円） 

上記取締役の年間報酬には、使用人兼務役員の使用人分給与相当額及び退職慰労金は含めておりま

せん。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬16百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(5) 内部監査及び監査役監査の状況 

当社は監査役制度を採用しております。監査役は4名（うち3名は社外監査役）で構成されており、各

監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務分担などに従い、取締役の業務遂行の適法性について監

査しております。内部監査につきましては、専門組織を設置しておりませんが、事案に応じて関係組織

で適切に対応しております。 

会計監査人につきましては、あずさ監査法人に委嘱し継続して会社法監査及び証券取引法監査を受け

ており、当社は正確な経営情報・財務情報の提供に配慮しております。 

また、当社監査役と会計監査人との間で必要に応じて相互に課題の報告と討議を行っており、正確な

財務情報等の提供に努めております。 

  

(6) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係に

ついて 

社外監査役を3名選任しており、全員、利害関係等の該当事項はありません。 

  



(7) 会計監査の状況 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

  髙橋義則（あずさ監査法人） 

  友田民義（あずさ監査法人） 

②監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ２名 

  会計士補  ２名 

  その他   １名 

  

(8) 取締役の定数 

当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。 

  

(9) 取締役の選解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めてお

ります。 

  

(10) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  

(11) 自己株式取得の決定機関 

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等による自己株式

の取得を行うことができる旨を定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを

目的とするものであります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示し

ております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※３ 2,018 6,293

 ２ 受取手形及び売掛金
  ※     
３・５・６

7,675 8,111

 ３ 完成工事未収入金 ― 2,967

 ４ たな卸資産 4,284 6,043

 ５ 繰延税金資産 275 343

 ６ その他 416 907

 ７ 貸倒引当金 △ 177 △ 195

   流動資産合計 14,493 37.41 24,472 47.98

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※３・４ 5,325 5,511

  (2) 機械装置及び運搬具 ※４ 6,778 6,620

  (3) 土地 ※３ 5,867 6,412

  (4) 建設仮勘定 410 436

  (5) その他 ※４ 384 423

   有形固定資産合計 18,766 48.43 19,404 38.05

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん ― 565

  (2) 営業権 9 ―

  (3) その他 106 82

   無形固定資産合計 115 0.30 648 1.27

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２・３ 3,674 3,058

  (2) 長期貸付金 ― 1,463

  (3) 繰延税金資産 1,038 1,089

  (4) その他 ※２ 873 1,079

  (5) 貸倒引当金 △ 214 △ 217

   投資その他の資産合計 5,371 13.86 6,472 12.69

   固定資産合計 24,252 62.59 26,524 52.01

Ⅲ 繰延資産

 社債発行費 ― 4

   繰延資産合計 ― ― 4 0.01

   資産合計 38,746 100.00 51,002 100.00



 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 1,855 5,488

 ２ 工事未払金 ― 1,600

 ３ 短期借入金 2,800 5,253

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

― 1,779

 ５ 未払法人税等 148 35

 ６ 賞与引当金 282 290

 ７ 役員賞与引当金 ― 4

 ８ 完成工事補償引当金 ― 106

 ９ その他 1,227 1,304

   流動負債合計 6,313 16.30 15,863 31.11

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 200

 ２ 長期借入金 1,500 3,061

 ３ 退職給付引当金 2,129 2,391

 ４ その他 29 30

   固定負債合計 3,659 9.44 5,683 11.14

   負債合計 9,973 25.74 21,546 42.25

(少数株主持分)

  少数株主持分 228 0.59 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,562 14.36 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 15,553 40.14 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 7,285 18.80 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 517 1.34 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 128 0.33 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※７ △ 503 △ 1.30 ― ―

   資本合計 28,544 73.67 ― ―

   負債、少数株主持分及び 
   資本合計

38,746 100.00 ― ―



 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 5,562

 ２ 資本剰余金 ― 15,553

 ３ 利益剰余金 ― 8,022

 ４ 自己株式 ― △ 838

   株主資本合計 ― ― 28,300 55.49

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 490

 ２ 為替換算調整勘定 ― 228

   評価・換算差額等合計 ― ― 719 1.41

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 436 0.85

   純資産合計 ― ― 29,455 57.75

   負債及び純資産合計 ― ― 51,002 100.00



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品・製品売上高 24,498 28,307

 ２ 完成工事高 ― 24,498 100.00 4,969 33,276 100.00

Ⅱ 売上原価

 １ 売上原価 20,592 24,339

 ２ 完成工事原価 ― 20,592 84.06 3,126 27,465 82.54

   売上総利益 3,906 15.94 5,811 17.46

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売運賃 943 943

 ２ 従業員給料手当 590 1,093

 ３ 賞与引当金繰入額 53 58

 ４ 役員賞与引当金繰入額 ― 4

 ５ 退職給付費用 80 81

 ６ 減価償却費 119 102

 ７ 研究開発費 ※１ 425 444

 ８ その他 1,277 3,490 14.24 1,911 4,640 13.94

   営業利益 415 1.70 1,170 3.52

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 18 50

 ２ 受取配当金 18 24

 ３ 持分法による投資利益 ― 25

 ４ 為替差益 117 14

 ５ 有価廃棄物収入 ― 47

 ６ 雑収入 106 261 1.07 138 300 0.90

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 34 95

 ２ 持分法による投資損失 21 ―

 ３ 債権譲渡損 ― 17

 ４ 雑損失 27 82 0.34 26 138 0.41

   経常利益 593 2.43 1,332 4.01

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産処分益 ※２ 21 0

 ２ 投資有価証券売却益 ※３ 0 15

 ３ 補償金収入 ― 56

 ４ 災害補償金収入 124 ―

 ５ 子会社出資金取崩 
   為替差益

83 ―

 ６ 営業補償金収入 27 ―

 ７ 横領損失返還収入 38 2

 ８ その他 ※４ 8 304 1.24 4 80 0.24



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 ※５ ― 14

 ２ 固定資産処分損 ※６ 39 54

 ３ 減損損失 ※７ 21 ―

 ４ 投資有価証券売却損 ※８ ― 4

 ５ 投資有価証券評価損 ※９ 89 5

 ６ 貸倒引当金繰入額 ※10 188 26

 ７ 過年度完成工事補償損失 ― 19

 ８ 過年度退職給付費用 ― 64

 ９ 役員退職金 35 374 1.53 27 215 0.65

   税金等調整前当期純利益 523 2.14 1,197 3.60

   法人税、住民税 
   及び事業税

276 52

   法人税等調整額 38 315 1.29 △ 51 0 0.00

   少数株主利益又は 
   少数株主損失（△）

△ 6 △0.02 77 0.24

   当期純利益 213 0.87 1,119 3.36



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 

※中国子会社の利益処分による配当決議に伴う従業員賞与であります。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,553

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 15,553

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,504

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 213 213

Ⅲ 利益剰余金減少高

  １ 配当金 377

  ２ 役員賞与 10

  ３ 連結子会社利益剰余金 
    取崩による減少高

40

  ４ その他 ※ 3 432

Ⅳ 利益剰余金期末残高 7,285



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
 ※ 中国子会社の利益処分による配当決議に伴う従業員賞与であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,562 15,553 7,285 △ 503 27,897

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 188 △ 188

 剰余金の配当 △ 187 △ 187

 当期純利益 1,119 1,119

 自己株式の取得 △ 334 △ 334

 自己株式の処分 0 0 0

 その他 ※ △ 5 △ 5

 株主資本以外の項目の連結 
  会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 737 △ 334 402

平成19年３月31日残高(百万円) 5,562 15,553 8,022 △ 838 28,300

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 517 128 646 228 28,772

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 188

 剰余金の配当 △ 187

 当期純利益 1,119

 自己株式の取得 △ 334

 自己株式の処分 0

 その他 ※ △ 5

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△ 27 100 72 207 279

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 27 100 72 207 682

平成19年３月31日残高(百万円) 490 228 719 436 29,455



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

  １ 税金等調整前当期純利益 523 1,197

  ２ 減価償却費 1,904 1,852

  ３ 減損損失 21 ―

  ４ 各種引当金の増減額 386 190

  ５ 受取利息及び受取配当金 △ 36 △ 74

  ６ 支払利息 34 95

  ７ 投資有価証券売却損益 △ 0 △ 11

  ８ 投資有価証券評価損 89 5

  ９ 為替差損益 △ 109 △ 1

  10 持分法による投資損益 21 △ 25

  11 有形固定資産除却損 39 54

  12 売上債権の増減額 △ 69 234

  13 たな卸資産の増減額 564 △ 479

  14 仕入債務の増減額 △ 467 715

  15 消費税等収支額 273 △ 283

  16 法人税等未還付額の増減額 △ 3 ―

  17 役員賞与の支払額 △ 12 ―

  18 補償金収入 ― △ 56

  19 災害補償金収入 △ 124 ―

  20 営業保証金支出 ― △ 412

  21 その他 △ 131 △ 50

    小計 2,905 2,949

  22 補償金の受取額 ― 56

  23 災害補償金の受取額 124 ―

  24 法人税等の支払額 △ 307 △ 280

     営業活動による 
     キャッシュ・フロー

2,722 2,725



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

  １ 利息及び配当金の受取額 36 96

  ２ 投資有価証券の取得 
    による支出

△ 3 △ 403

  ３ 投資有価証券の売却 
    による収入

8 109

  ４ 有形固定資産の売却 
    による収入

31 0

  ５ 有形固定資産の取得 
    による支出

△ 988 △ 1,896

  ６ 無形固定資産の取得 
    による支出

△ 0 △ 9

  ７ 貸付けによる支出 △ 154 △ 1,103

  ８ その他 163 6

     投資活動による 
     キャッシュ・フロー

△ 906 △ 3,198

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  １ 短期借入金純増減額 △ 1,800 1,231

  ２ 長期借入れによる収入 ― 2,300

  ３ 長期借入金の返済による支出 ― △ 640

  ４ 利息の支払額 △ 34 △ 94

  ５ 配当金の支払額 △ 377 △ 376

  ６ 自己株式の売却による収入 0 0

  ７ 自己株式の取得による支出 △ 18 △ 334

  ８ その他 △ 0 ―

     財務活動による 
     キャッシュ・フロー

△ 2,232 2,084

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

50 31

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 366 1,643

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 2,385 2,018

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加

※２ ― 2,525

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 ※１
2,018 6,188



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ８社

   連結子会社の名称

    戸田工業ヨーロッパGmbH

    戸田アメリカINC.

    戸田ピグメント㈱

    戸田マテリアル㈱

    轡㈲

    戸田塑磁材料(浙江)有限公司

    ㈱トダドットコム

    徳清戸田三峰顔料有限公司

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 １９社

   主要な連結子会社の名称

    戸田工業ヨーロッパGmbH

    戸田アメリカINC.

    戸田ピグメント㈱

    戸田マテリアル㈱

    轡㈲

    戸田塑磁材料(浙江)有限公司

    ㈱トダドットコム

    徳清戸田三峰顔料有限公司

    富士化水工業㈱

    前連結会計年度において持分法適用関連会社であ

った富士化水工業㈱は、当社が保有する優先株を普

通株に転換したことに伴い議決権の過半数を所有す

ることにより当連結会計年度より連結子会社として

おります。なお、みなし取得日を平成18年10月1日

としたため、貸借対照表および下期の損益計算書を

連結し、上期の利益は従来の持分に対応する部分を

取り込んでおります。 

 また、同社が連結子会社となったことにより、エ

フ・ケイ・ケイ技研㈱、FUJIKASUI ENERGY AND 

ENVIRONMENT TECHNOLOGY CO.，LTD.等10社を当連結

会計年度より連結の範囲に含めております。

 (2) 非連結子会社名

    ㈲三実産業

    クツワ化工㈱

    戸田プラネット㈱

連結の範囲から除いた理由

    非連結子会社３社はいずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

    なお、㈲三実産業及び戸田プラネット㈱の２社

は当連結会計年度中に清算結了いたしました。

 (2) 主要な非連結子会社名

    クツワ化工㈱

    戸田フェライトコリア㈱

連結の範囲から除いた理由

    非連結子会社２社はいずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

    

２ 持分法の適用に関する事項

―――

 

 

 

(2) 持分法を適用した関連会社数 ３社 

   会社の名称 

    徳清華源顔料有限公司 

    富士化水工業㈱ 

    HUMANELECS CO.,LTD

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社数 １社 

   会社の名称

    戸田フェライトコリア㈱

    戸田フェライトコリア㈱は、株式の取得により

当連結会計年度より持分法適用会社としておりま

す。

 (2) 持分法を適用した関連会社数 ５社 

   会社の名称 

    徳清華源顔料有限公司 

    HUMANELECS CO.,LTD 

    浙江東磁戸田磁業有限公司 

    P.T.FUJIKASUI ENGINEERING INDONESIA 

    五州富士化水工程有限公司 

   浙江東磁戸田磁業有限公司は重要性が増したこ 

  とにより、P.T.FUJIKASUIENGINEERING INDONESIA、 

  五州富士化水工程有限公司は、富士化水工業㈱が 

  連結子会社になったことにより、新たに持分法適用 

  会社に含めております。

   また、富士化水工業㈱は、連結子会社としたこと

により持分法の範囲から除いております。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

名称

    ㈲三実産業

    クツワ化工㈱

    戸田プラネット㈱

    AUDAVI Corporation

    浙江東磁戸田磁業有限公司

    トダ・シーマナノテクノロジー㈱

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

    クツワ化工㈱

    AUDAVI Corporation

    トダ・シーマナノテクノロジー㈱

    

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。

   持分法を適用しない理由

同左

 (4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

   持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につ

いては、当該会社の事業年度等に係る財務諸表を使

用しております。

 (4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、戸田塑磁材料(浙江)有限公司及

び徳清戸田三峰顔料有限公司の決算日は12月31日であ

ります。

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、決算日が連結決算日（３月31

日）と異なる子会社は、富士化水工業㈱が１月31日、

国内子会社のうちエフ・ケイ・ケイ技研㈱他３社及び

在外子会社戸田塑磁材料(浙江)有限公司、徳清戸田三

峰顔料有限公司他９社は12月31日であります。

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      当連結会計年度末の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      当連結会計年度末の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)

     時価のないもの

移動平均法による原価法

     時価のないもの

同左

  ② たな卸資産 

    先入先出法による原価法

  ② たな卸資産

    主として総平均法による原価法 

    但し、未成工事支出金は、個別法による原価法

  (会計方針の変更)

   仕入価格の変動を平準化することで、たな卸資産

をより適正に評価するため、先入先出法による原価

法から総平均法による原価法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法に比べ営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は42百万円減少し

ております。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    定額法によっております。

    なお、耐用年数及び残存価額については、主と

して法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    主として定額法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、主と

して法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

  ② 無形固定資産

定額法によっております。

    なお、償却年数については、主として法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

    ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

  ② 無形固定資産

同左

  ③ 長期前払費用

    均等償却をしております。

    なお、償却期間については、主として法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

  ③ 長期前払費用

同左

―――  (3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費 

 ３年間で均等償却

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。なお、

在外の子会社は貸倒見積額を計上しております。

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

  ② 賞与引当金

同左

―――   ③ 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

当連結会計年度における支給見込額に基づき計上

しております。

 
 
 
 

―――

  (会計方針の変更)

   当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号)を適用しております。

   これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は4百万円減少しております。

  ④ 完成工事補償引当金

    完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、

発生見込額を計上しております。

  ⑤ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。なお、在外

の子会社は計上しておりません。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理しております。

  ⑤ 退職給付引当金

同左



 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めております。

 (5) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めております。

 (6) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 (6) 重要なリース取引の処理方法

同左

―――  (7) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしているため、特例処理を採用しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    （ヘッジ手段）    （ヘッジ対象） 

  金利スワップ     借入金の利息

  ③ ヘッジ方針

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため決算日における有効性の評価を省略しており

ます。

  (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

―――

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

同左

   

  ② 完成工事高の計上基準

   完成工事高の計上は、工事完成基準によっており

ます。 

 なお、一部の海外子会社については、工事進行基

準を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却して

おります。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３カ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれんは、原則として5年間で均等償却しておりま

す。

           ―――

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

   
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の

一部改正 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 終

改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

29,019百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は21百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

―――



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――

(連結貸借対照表)

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から

「連結調整勘定」と「営業権」を合計したものを「のれ

ん」として表示しております。 

 また、「長期貸付金」は、総資産額の100分の1を超え

たため、区分掲記をすることとしました。なお、前期は

投資その他の資産の「その他」に342百万円が含まれて

おります。

(連結損益計算書）

連結財務諸表規則の改正により、前連結会計年度に

「減価償却費」として掲記されていたもののうち、のれ

ん償却額に相当するもの（前連結会計年度38百万円）及

び連結調整勘定償却額を当連結会計年度からのれん償却

額として販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しております。 

 また、前連結会計期間において営業外収益の「雑収

入」に含めて表示しておりました「有価廃棄物収入」

（前連結会計期間5百万円）については、営業外収益の

100分の10超となったため、当連結会計期間より区分掲

記しております。

（連結キャシュ・フロー計算書）

連結財務諸表規則の改正により、前連結会計年度に

「減価償却費」として掲記されていたもののうち、のれ

ん償却額に相当するもの（前連結会計年度38百万円）及

び連結調整勘定償却額を当連結会計年度からのれん償却

額として営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

35,318百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

37,253百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 1,236百万円

投資その他の資産の「その他」 
(出資金)

273百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 476百万円

投資その他の資産の「その他」
(出資金)

351百万円

――― ※３ 担保資産

   連結子会社が金融機関からの借入金1,189百万円

（短期借入金379百万円、長期借入金810百万円）に

対して担保に供しているものは次のとおりでありま

す。

定期預金 75百万円(帳簿価額)

受取手形 10百万円(帳簿価額)

建物及び構築物 47百万円(帳簿価額)

土地 92百万円(帳簿価額)

投資有価証券 137百万円(帳簿価額)

計 362百万円(帳簿価額)

※４ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている国庫補助金の圧縮記

帳額は次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 42百万円

その他 100百万円

※４ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている国庫補助金の圧縮記

帳額は次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 42百万円

その他 100百万円

――― ※５ 手形割引高

 
受取手形割引高 54百万円

――― ※６ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れております。

    受取手形               5百万円

※７ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。

普通株式 1,184,144株

―――



(連結損益計算書関係) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費は425百万円で

あります。なお、製造費用に含まれる研究開発費は

ありません。

※１ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費は444百万円で

あります。なお、製造費用に含まれる研究開発費は

ありません。

※２ 固定資産処分益21百万円は、建物及び構築物に係

るものであります。

※２ 固定資産処分益０百万円は、機械装置及び運搬具

に係るものであります。

※３ 投資有価証券売却益０百万円は、投資事業有限責

任組合出資に係るものであります。

※３ 投資有価証券売却益15百万円は、投資信託に係る

ものであります。

※４ 特別利益のその他の内訳は次のとおりでありま

す。

貸倒引当金戻入額 8百万円

※４ 特別利益のその他の内訳は次のとおりでありま

す。

貸倒引当金戻入額 4百万円

――― ※５ 前期損益修正損14百万円は、富士化水工業㈱にお

いて、過年度のグループ間取引に関する債権債務を

整理したことによるものであります。 

※６ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 24百万円

投資その他の資産その他 3百万円

撤去工事費 7百万円

計 39百万円

※６ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 35百万円

有形固定資産その他 3百万円

撤去工事費 4百万円

計 54百万円

 

※７ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 広島県安芸高田市 21百万円

（経緯）

上記の土地については、廃棄物保管予定地として

取得しましたが、現在は遊休資産となっておりま

す。今後の利用計画も無く、地価も著しく下落して

いるため、減損損失を認識いたしました。

（グルーピングの方法）

原則として、事業セグメント別に区分し、賃貸用

不動産及び将来の使用が見込まれていない遊休資産

については個々の物件単位としております。

（回収可能価額の算定方法等）

正味売却価格、固定資産税評価額基準

―――

――― ※８ 投資有価証券売却損4百万円は、株式、投資信託 

  及び投資事業有限責任組合出資に係るものであり 

  ます。

※９ 投資有価証券評価損89百万円は株式に係るもので

あります。

※９ 投資有価証券評価損5百万円は株式に係るもので

あります。

※10 貸倒引当金繰入額188百万円はHUMANELECS CO.,LTD

への長期貸付金に対するものであります。

※10 貸倒引当金繰入額26百万円はHUMANELECS CO.,LTD

への長期貸付金に対するものであります。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく買取りによる増加 646千株 

 単元未満株式の買取りによる増加     31千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の市場への処分による減少  0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 48,391 ― ― 48,391

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,184 677 0 1,860

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 188 4 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 187 4 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 209 4.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,018百万円

現金及び現金同等物 2,018百万円

 
―――

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,293百万円

預入期間が3カ月を超える定期預金 △105百万円

現金及び現金同等物 6,188百万円

 

※２ 新規連結に伴う現金および現金同等物の増加額

は、当連結会計年度より連結子会社となった会社の連

結開始時の現金及び現金同等物の金額であります。 

 当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書に

おいては、富士化水工業㈱及びその子会社10社の連結

上のみなし取得日が平成18年10月1日であることか

ら、同日以前の同社及びその子会社の資産及び負債の

増減の影響は除いて作成しております。

※３ 当社が保有する優先株式を普通株式に転換したこ

とにより新たに連結子会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳

  富士化水工業㈱他10社を連結したことに伴う連結

開始時の主な資産および負債の内訳は次のとおりで

あります。

売上債権 3,605百万円

たな卸資産 1,268百万円

その他流動資産 343百万円

有形固定資産 600百万円

仕入債務 △4,576百万円

短期借入金 △1,221百万円

その他流動負債 △563百万円

長期借入金 △1,681百万円

その他固定負債 △314百万円

 計 △2,539百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

1,690 601 1,089

有形固定資産
「その他」
(工具器具及び
備品)

208 119 89

合計 1,899 720 1,178

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

1,705 758 947

有形固定資産
「その他」
(工具器具及び
備品)

215 136 79

合計 1,921 894 1,026

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 269百万円

１年超 908百万円

合計 1,178百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 262百万円

１年超 764百万円

合計 1,026百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 242百万円

(2) 減価償却費相当額 242百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 273百万円

(2) 減価償却費相当額 273百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 前連結会計年度において①株式について５百万円減損処理を行っております。 

 なお、当該①株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、時

価の推移等により回復可能性を検討し、判断しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結決算日
における 
連結貸借 

対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結決算日 
における 
連結貸借 

対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

 ① 株式 1,382 2,243 860 1,439 2,370 930

 ② 債券 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 83 91 8 0 1 0

小計 1,465 2,335 869 1,440 2,371 931

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

 ① 株式 8 2 △5 42 36 △5

 ② 債券 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 10 9 △0 ― ― ―

小計 18 12 △5 42 36 △5

合計 1,484 2,347 863 1,483 2,408 925

区分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額（百万円） 8 104

売却益の合計額（百万円） 0 15

売却損の合計額（百万円） ― 4



３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
（注） 前連結会計年度において83百万円、当連結会計年度において５百万円減損処理を行っております。 

 なお、非上場株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、発行会社の財務諸表に基づく実質価額と取得原価の比

較により判断しております。 

  

  

  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 78 163

 コマーシャル・ペーパー ― ―

 その他 11 9

計 90 172



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ① 取引の内容及び利用目的等

  当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

 (1) ヘッジ手段とヘッジ対象

    (ヘッジ手段)   （ヘッジ対象）  

     金利スワップ    借入金の利息

 (2) ヘッジ方針

   借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

 (3) ヘッジの有効性評価の方法

   金利スワップの特例処理の要件を満たしているの

で決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。

② 取引に対する取組方針

  金利関連のデリバティブ取引については、現在、変

動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引

を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれ

ば、固定金利を変動金利に変換する取引もあり得ます

が、それは、固定金利の長期金銭債権債務等につい

て、市場の実勢金利に合わせるという目的を達成する

範囲で行う方針であり、投機目的の取引及びレバレッ

ジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。

③ 取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引においては、市場金利の変動によ

るリスクを有しております。

  なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるい

わゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。

④ 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の実行及び管理は、財務部門に集

中しており、この状況については、取締役会等に適宣

報告することとなっております。

  なお、多額の借入金等は、取締役会の専決事項であ

りますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等

は、同時に取締役会で決定されることとなります。



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社及び国内連結子会社の退職給付制度は、勤続期

間が１年以上の従業員が退職する場合、社内規定に基

づき、退職時までの勤続年数や給与等に基づき算定さ

れた退職金を支払うこととなっております。

 また、当社においては、この退職金の支払に充てる

ため、必要資金の内部留保の他に昭和56年11月から定

年退職者を対象に適格退職年金制度を採用し、外部拠

出を行っております。

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社及び国内連結子会社（一部除く）は確定給付型

の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。ただし、一部の国内連結子会社に

ついては、中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。  

 また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 4,126百万円

(2) 年金資産 1,795百万円

(3) 退職給付引当金 2,129百万円

(4) 未認識数理計算上の差異の 
  未処理額

200百万円

 (注) 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 3,999百万円

(2) 年金資産 1,869百万円

(3) 退職給付引当金 2,391百万円

(4) 未認識数理計算上の差異の
  未処理額

△262百万円

 (注) 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 退職給付費用 451百万円

(2) 勤務費用 232百万円

(3) 利息費用 79百万円

(4) 期待運用収益 38百万円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 178百万円

 (注) 簡便法を採用している一部の国内連結子会社の

退職給付費用は、「(2) 勤務費用」に含めて計上

しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 退職給付費用 445百万円

(2) 勤務費用 227百万円

(3) 利息費用 82百万円

(4) 期待運用収益 44百万円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 150百万円

 (注) 簡便法を採用している一部の国内連結子会社の

退職給付費用は、「(2) 勤務費用」に含めて計上

しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 2.0％

(2) 期待運用収益率 2.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 2.0％

(2) 期待運用収益率 2.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 113百万円

未払事業税等否認 20百万円

たな卸資産評価損否認 62百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

856百万円

投資有価証券評価損否認 77百万円

固定資産処分損 393百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 80百万円

その他有価証券評価差額金 0百万円

その他 139百万円

 繰延税金資産小計 1,743百万円

  評価性引当額 △8百万円

 繰延税金資産合計 1,734百万円

(繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △50百万円

その他有価証券評価差額金 △351百万円

その他 △18百万円

 繰延税金負債合計 △420百万円

 差引：繰延税金資産の純額 1,313百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 114百万円

未払事業税等否認 8百万円

たな卸資産評価損否認 5百万円

繰越欠損金 628百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

963百万円

投資有価証券評価損否認 43百万円

工事補償損失否認 40百万円

固定資産処分損 431百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 96百万円

関係会社株式評価損 4百万円

その他 156百万円

 繰延税金資産小計 2,492百万円

  評価性引当額 △538百万円

 繰延税金資産合計 1,954百万円

(繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △50百万円

その他有価証券評価差額金 △373百万円

連結会社資産の評価差額 △84百万円

その他 △12百万円

 繰延税金負債合計 △521百万円

 差引：繰延税金資産の純額 1,433百万円

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.7%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7%

住民税均等割等 2.5%

海外連結子会社の税率等の差異 △4.0%

連結子会社の繰越欠損金による影響 15.5%

試験研究税額控除等による影響  △7.2%

修正申告による影響 5.7%

その他 4.4%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.3%

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6%

住民税均等割等 1.2%

海外連結子会社の税率等の差異 △1.1%

連結子会社の繰越欠損金による影響 △1.3%

法人税等還付金 △4.5%

試験研究税額控除等による影響 △0.3%

連結消去による影響 △30.7%

その他 △5.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.0%

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

 (1) 酸化鉄事業‥‥‥‥‥磁性粉末材料、フェライト材料、各種着色材料 

 (2) 電池材事業‥‥‥‥‥リチウムイオン電池正極材料 

 (3) その他の事業‥‥‥‥ダイオキシン抑制システム、土壌改質剤、合成樹脂用安定剤、半導体装置等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,594百万円）の主なものは、親会社の本

社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（10,500百万円）の主なものは、親会社での現金及び預

金、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門等に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

  

酸化鉄事業 
 

(百万円)

電池材事業
 

(百万円)

その他の事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

18,714 3,653 2,130 24,498 － 24,498

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － －

計 18,714 3,653 2,130 24,498 － 24,498

営業費用 15,767 4,659 2,241 22,669 1,414 24,083

営業利益又は 
営業損失(△)

2,946 △1,006 △111 1,829 (1,414) 415

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び
資本的支出

資産 20,372 6,394 1,478 28,245 10,500 38,746

減価償却費 1,077 458 129 1,665 239 1,904

減損損失 － － － － 21 21

資本的支出 937 180 199 1,318 123 1,441



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は製品系列を基礎として販売市場の類似性を加味した区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

 (1) 機能性顔料事業‥‥‥‥‥‥磁性粉末材料、各種着色材料 

 (2) 電子素材事業‥‥‥‥‥‥‥フェライト材料、リチウムイオン電池正極材料、合成樹脂用安定剤、 

              半導体装置等 

 (3) エンジニアリング事業‥‥‥プラントエンジニアリング、土壌改質剤 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,187百万円）の主なものは、親会社の本

社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（16,661百万円）の主なものは、親会社での現金及び預

金、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門等に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

   ６ 事業区分の変更 

従来、当社グループの事業区分は組成・製造方法を中心とした分類により、「酸化鉄事業」「電池材事業」

「その他の事業」に区分しておりました。平成18年10月１日付で富士化水工業㈱が連結子会社となり事業分

野が拡大したことを機に、当社グループ事業の収益面での透明性及び今後の事業展開との整合性を高めるた

め、製品系列を基礎として販売市場の類似性を加味した分類による事業区分に変更しております。なお、平

成18年10月1日をみなし取得日としたため、下期による変更になっております。 

従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は次の通りであります。 

機能性顔料 
事業 

(百万円)

電子素材
事業 

(百万円)

エンジニアリング

事業 

 (百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,643 12,258 6,375 33,276 ― 33,276

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ― ― ―

計 14,643 12,258 6,375 33,276 ― 33,276

営業費用 12,126 12,189 5,664 29,980 2,125 32,105

営業利益 2,516 69 710 3,296 (2,125) 1,170

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び
資本的支出

資産 14,807 13,897 5,636 34,340 16,661 51,002

減価償却費 688 925 18 1,632 219 1,852

減損損失 ― ― ― ― ― ―

資本的支出 874 555 48 1,478 236 1,714



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

 (1) 酸化鉄事業‥‥‥‥‥磁性粉末材料、フェライト材料、各種着色材料 

 (2) 電池材事業‥‥‥‥‥リチウムイオン電池正極材料 

 (3) その他の事業‥‥‥‥ダイオキシン抑制システム、土壌改質剤、合成樹脂用安定剤、半導体装置等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,187百万円）の主なものは、親会社の本

社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（16,661百万円）の主なものは、親会社での現金及び預

金、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門等に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

  

酸化鉄事業 
 

(百万円)

電池材事業
 

(百万円)

その他の事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

19,317 6,104 7,854 33,276 － 33,276

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － －

計 19,317 6,104 7,854 33,276 － 33,276

営業費用 16,496 6,303 7,179 29,980 2,125 32,105

営業利益又は 
営業損失(△)

2,820 △199 674 3,296 (2,125) 1,170

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び
資本的支出

資産 21,058 6,107 7,175 34,340 16,661 51,002

減価償却費 1,005 480 147 1,632 219 1,852

減損損失 － － － － － －

資本的支出 1,121 178 178 1,478 236 1,714



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) 国別により区分しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) ヨーロッパ‥‥‥ドイツ 

 (2) 北アメリカ‥‥‥アメリカ 

 (3) アジア‥‥‥‥‥中国、タイ、フィリピン、台湾、ベトナム、マレーシア、インドネシア 

３ 国又は地域の区分の変更 

従来、当社グループは国別に区分しておりましたが、平成18年10月１日付で富士化水工業㈱が連結子会社と

なり所在国数が多数となりましたので、地理的接近度により区分することとしました。なお、平成18年10月

1日をみなし取得日としたため、下期による変更になっております。 

従来の区分によった場合の所在地別セグメント情報は次の通りであります。 

日本 
 

(百万円)

ドイツ 
 

(百万円)

アメリカ
 

(百万円)

中国
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

21,899 383 1,994 221 24,498 ― 24,498

(2) セグメント間の 
  内部売上高又 
  は振替高

2,362 83 16 188 2,650 (2,650) ―

計 24,261 467 2,010 410 27,149 (2,650) 24,498

営業費用 23,900 502 1,928 369 26,701 (2,617) 24,083

営業利益又は 
営業損失(△)

360 △34 82 40 448 (33) 415

Ⅱ 資産 38,414 316 1,010 589 40,330 (1,584) 38,746

日本 
 

(百万円)

ヨーロッパ 
 

(百万円)

北アメリカ
 

(百万円)

アジア
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

28,391 405 2,061 2,418 33,276 ― 33,276

(2) セグメント間の 
  内部売上高又 
  は振替高

2,527 98 ― 73 2,699 (2,699) ―

計 30,918 503 2,061 2,492 35,976 (2,699) 33,276

営業費用 30,058 494 2,020 2,333 34,906 (2,800) 32,105

営業利益 859 9 40 159 1,069 101  1,170

Ⅱ 資産 49,174 372 940 2,140 52,628 (1,626) 51,002



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国別により区分しております。 

２ その他アジア‥‥‥‥‥タイ、フィリピン、台湾、ベトナム、マレーシア、インドネシア 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 各区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国 
(1) 北アメリカ………アメリカ 
(2) アジア……………韓国、中国、タイ、香港 
(3) ヨーロッパ………フランス、イギリス、ドイツ 
(4) その他の地域……ブラジル、オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 各区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国 
(1) 北アメリカ………アメリカ 
(2) アジア……………韓国、中国、台湾、タイ 
(3) ヨーロッパ………フランス、ドイツ、イギリス 
(4) その他の地域……ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

日本 
 

(百万円)

ドイツ 
 

(百万円)

アメリカ
 

(百万円)

中国
 

(百万円)

その他
アジア 
(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

28,391 405 2,061 660 1,758 33,276 ― 33,276

(2) セグメント間の 
  内部売上高又 
  は振替高

2,527 98 ― 73 ― 2,699 (2,699) ―

計 30,918 503 2,061 734 1,758 35,976 (2,699) 33,276

営業費用 30,058 494 2,020 693 1,639 34,906 (2,800) 32,105

営業利益 859 9 40 41 118 1,069 101  1,170

Ⅱ 資産 49,174 372 940 841 1,298 52,628 (1,626) 51,002

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,325 2,094 831 139 5,390

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 24,498

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.5 8.5 3.4 0.6 22.0

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,472 4,268 846 41 7,628

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 33,276

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.4 12.8 2.6 0.1 22.9



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ トダライフマネジメント㈱に資金貸付している88百万円に対し、当社代表取締役社長戸田俊行から担保とし

て当社株式160千株を預かっております。期末残高は、期末日の終値で換算した値であります。 

  

 
(注) １ 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１年としてお

ります。なお、担保として当社代表取締役社長戸田俊行から当社株式160千株を預かっております。 

３ トダライフマネジメント㈱は、当社代表取締役社長戸田俊行の近親者が議決権の過半数を所有しておりま

す。 

４ トダライフマネジメント㈱は、戸田テクノロジーサービス㈱の議決権の過半数を所有しております。 

  

 
(注)  １ 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には含まれております。  

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   製造工程作業等の委託、事務所等の賃貸等、半導体製造装置等の仕入については、市場価格を勘案して合

理的に決定しております。 

３ 当社代表取締役社長戸田俊行は、戸田テクノロジーサービス㈱の代表取締役を兼任しております。 

４ 戸田テクノロジーサービス㈱はトダライフマネジメント㈱の子会社であります。 

  

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 戸田俊行 ― ―
当社の 

代表取締役
社長

(被所有)
直接 
15.2

― ―

仮払金の
未精算

―
流動資産
その他

1

トダライフ
マネジメン
ト㈱への 
資金貸付88
百万円に対
する担保

―
担保とし
て当社株
式160千株

83

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社

トダライ
フマネジ
メント㈱

広島市 
中区

100
駐車場の 
管理運営等

(被所有)
直接 
2.1

―
損害保険
の取継ぎ

資金の貸付

利息の受取

88

1

流動資産 
その他

88

同上 0

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社の
子会社

戸田テク
ノロジー
サービス
㈱

東京都
港区

95
労働者 

派遣事業等
―

兼任
1名

製造工程
作業等の
請負

製造工程作
業等の委託

354 買掛金 34

事務所等の
賃貸等

17 ― ―

半導体製
造装置等
の売買

半導体製造
装置等の 
仕入

884 買掛金 16



 
(注) １ 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   敷金及び建物の賃貸料については、市場価格を勘案して合理的に決定しております。 

３ 市場康之氏は、当社代表取締役社長戸田俊行の義兄であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社が戸田ホールディングス㈱に資金貸付している88百万円に対し、当社代表取締役社長戸田俊行から担保

として当社株式160千株を預かっております。期末残高は、期末日の終値で換算した値であります。 

３ トダライフマネジメント㈱は、平成18年11月１日に戸田ホールディングス㈱に商号の変更をしております。

  

 
(注) １ 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１年としてお

ります。なお、担保として当社代表取締役社長戸田俊行から当社株式160千株を預かっております。 

３ 戸田ホールディングス㈱は、当社代表取締役社長戸田俊行の近親者が議決権の過半数を所有しております。

４ 戸田ホールディングス㈱は、戸田テクノロジーサービス㈱の議決権の過半数を所有しております。 

  

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近
親者

市場康之 ― ― 医師 ― ― ―

当社所有建
物の賃貸に
係る敷金

―
固定負債
その他

27

当社所有建
物の賃貸

31
流動資産
その他

22

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 戸田俊行 ― ―
当社の 

代表取締役
社長

(被所有)
直接
15.5

― ―

仮払金の
未精算

―
流動資産
その他

2

戸田ホール
ディングス
㈱への資金
貸付88百万
円に対する
担保

―
担保とし
て当社株
式160千株

80

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社

戸田ホー
ルディン
グス㈱

広島市 
中区

100
駐車場の 
管理運営等

(被所有)
直接
2.1

―
損害保険
の取継ぎ

資金の貸付

利息の受取

88
流動資産 
その他

88

1 同上 0



 
(注)  １ 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には含まれております。  

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   製造工程作業等の委託、事務所等の賃貸等、半導体製造装置等の仕入については、市場価格を勘案して合

理的に決定しております。 

３ 当社代表取締役社長戸田俊行は、戸田ホールディングス㈱の代表取締役を兼任しております。 

４ 戸田テクノロジーサービス㈱は戸田ホールディングス㈱の子会社であります。 

  

 
(注) １ 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   敷金及び建物の賃貸料については、市場価格を勘案して合理的に決定しております。 

３ 市場康之氏は、当社代表取締役社長戸田俊行の義兄であります。 

  

  

  

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社の
子会社

戸田テク
ノロジー
サービス
㈱

東京都
港区

95
労働者 

派遣事業等
―

兼任
1名

製造工程
作業等の
請負

製造工程作
業等の委託

415 買掛金 36

事務所等の
賃貸等

17 ―

半導体製
造装置等
の売買

半導体製造
装置等の 
仕入

332 買掛金 0

属性
会社等の 
名称

住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近
親者

市場康之 ― ― 医師 ― ― ―

当社所有建
物の賃貸に
係る敷金

―
固定負債
その他

27

当社所有建
物の賃貸

22
流動資産
その他

26



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 １株当たり純資産額 604.65円 １株当たり純資産額 623.66円

 １株当たり当期純利益 4.53円 １株当たり当期純利益 23.81円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項 目
前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 
(百万円)

― 29,455

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 29,019

差額の主な内訳 
  少数株主持分(百万円)

― 436

普通株式の発行済株式数(千株) ― 48,391

普通株式の自己株式数(千株) ― 1,860

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

― 46,531

項 目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 213 1,119

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 213 1,119

普通株式の期中平均株式数(千株) 47,226 47,021



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 当社は、平成18年６月９日開催の取締役会におい 

 て、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式 

 を取得することを決議いたしました。

１ 当社は、平成19年４月２日開催の取締役会におい 

 て、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式 

 を取得することを決議いたしました。

 

(1)理由 :資本効率の向上及び今後の経
営環境の変化に対応した機動
的な資本政策を図るため

(2)取得する株式の種類:普通株式

(3)取得する株式の数 ：700,000株(上限)

(4)株式取得価額の総額：350百万円(上限)

(5)自己株式取得の日程
:平成18年６月12日から
平成18年12月22日まで

 

(1)理由 :資本効率の向上及び今後の経
営環境の変化に対応した機動
的な資本政策を図るため

(2)取得する株式の種類:普通株式

(3)取得する株式の数 ：500,000株(上限)

(4)株式取得価額の総額：250百万円(上限)

(5)自己株式取得の日程
:平成19年４月２日から
平成19年６月29日まで

――― ２ 平成19年４月１日付けで連結子会社㈱トダドットコ

ムの全株式を、関連当事者である戸田ホールディング

ス㈱へ売却いたしました。 

 この結果、当該子会社は第75期より連結の対象から

外れることとなります。 

 なお、簿価での売却となったため、これによる売却

損益の発生はありません。

 ㈱トダドットコムの概要 

  所在地   広島市南区的場町一丁目２番21号 

  代表者   代表取締役社長 濱口佳弘 

  資本金   30百万円 

  事業の内容 情報機器のリサイクル事業



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
  

   連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものは除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額 

 
  

  

(2) 【その他】 

  該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

富士化水工業㈱ 第5回無担保社債
平成17年 
12月30日

― 200 1.24 無担保社債
平成22年
12月30日

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― ― 200 ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,800 5,253 1.188 ―

1年以内に返済予定の長期借入金 ― 1,779 0.901 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

1,500 3,061 1.628
平成20年4月20日～ 
平成23年12月27日

合計 4,300 10,094 ― ―

１年超２年以内 

(百万円)

２年超３年以内 

(百万円)

３年超４年以内 

(百万円)

４年超５年以内 

(百万円)

442 1,604 12 1,002



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産
 １ 現金及び預金 1,081 1,158
 ２ 受取手形 ※５ 221 182
 ３ 売掛金 ※６ 7,761 7,103
 ４ 商品 241 316
 ５ 製品 941 1,935
 ６ 原材料 620 746
 ７ 仕掛品 1,274 860
 ８ 貯蔵品 198 385
 ９ 前払費用 16 17
 10 繰延税金資産 190 117
 11 未収入金 ※６ 409 656
 12 短期貸付金 ― 1,088
 13 その他 153 149
 14 貸倒引当金 △ 4 △ 0
   流動資産合計 13,107 33.41 14,717 34.05

Ⅱ 固定資産
 １ 有形固定資産 ※１
   (1) 建物 ※４ 4,483 4,526
   (2) 構築物 740 722
   (3) 機械及び装置 ※４ 6,487 6,258
   (4) 車両及びその他の 
     陸上運搬具

6 4

   (5) 工具器具及び備品 ※４ 359 368
   (6) 土地 5,867 5,867
   (7) 建設仮勘定 404 606
   有形固定資産合計 18,349 46.77 18,353 42.47
 ２ 無形固定資産
   (1) のれん ― 4
   (2) 営業権 9 ―
   (3) 特許権 9 7
   (4) ソフトウェア 74 47
   (5) その他 19 12
   無形固定資産合計 111 0.29 71 0.17
 ３ 投資その他の資産
   (1) 投資有価証券 2,438 2,289
   (2) 関係会社株式 1,999 2,315
   (3) 関係会社出資金 772 921
   (4) 従業員長期貸付金 39 37
   (5) 関係会社長期貸付金 819 2,905
   (6) 破産更生債権等 22 ―
   (7) 長期前払費用 11 8
   (8) 繰延税金資産 1,551 1,216
   (9) 敷金 93 68
  (10) 生命保険料払込金 116 107
  (11) その他 11 422
  (12) 貸倒引当金 △ 214 △ 217
   投資その他の資産合計 7,661 19.53 10,074 23.31
   固定資産合計 26,122 66.59 28,500 65.95
   資産合計 39,230 100.00 43,217 100.00



 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※６ 2,151 2,625

 ２ 短期借入金 2,800 4,150

 ３ １年以内返済予定の 
   長期借入金

― 1,500

 ４ 未払金 382 242

 ５ 未払法人税等 139 14

 ６ 未払費用 234 374

 ７ 預り金 37 47

 ８ 賞与引当金 268 264

 ９ 役員賞与引当金 ― 4

 10 設備未払金 241 332

 11 その他 136 11

   流動負債合計 6,392 16.30 9,566 22.14

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,500 2,300

 ２ 退職給付引当金 2,120 2,238

 ３ その他 29 30

   固定負債合計 3,649 9.30 4,568 10.57

   負債合計 10,042 25.60 14,135 32.71

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※２ 5,562 14.18 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 15,552 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 0 0 ― ―

   資本剰余金合計 15,553 39.64 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,110 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 特別償却積立金 ※３ 24 ―

  (2) 固定資産圧縮積立金 ※３ 72 ―

  (3) 別途積立金 6,455 6,552 ― ―

 ３ 当期未処分利益 395 ―

   利益剰余金合計 8,058 20.54 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 517 1.32 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※７ △ 503 △1.28 ― ―

   資本合計 29,188 74.40 ― ―

   負債資本合計 39,230 100.00 ― ―



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,562

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 15,552

  (2) その他資本剰余金 ― 0

   資本剰余金合計 ― ― 15,553

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,110

  (2) その他利益剰余金

    特別償却積立金 ― 18

    固定資産圧縮積立金 ― 72

    別途積立金 ― 6,455

    繰越利益剰余金 ― 650

   利益剰余金合計 ― ― 8,306

 ４ 自己株式 ― ― △ 829

   株主資本合計 ― ― 28,593 66.16

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券 
 評価差額金

― 489

   評価・換算差額等合計 ― ― 489 1.13

   純資産合計 ― ― 29,082 67.29

   負債純資産合計 ― ― 43,217 100.00



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 4,237 4,670

 ２ 製品売上高 19,968 24,206 100.00 21,893 26,564 100.00

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 411 241

 ２ 当期商品仕入高 ※１ 3,529 3,696

   合計 3,941 3,938

 ３ 商品期末たな卸高 241 316

 ４ 商品売上原価 3,699 3,621

 ５ 製品期首たな卸高 1,423 941

 ６ 当期製品製造原価 16,337 19,831

   合計 17,761 20,773

 ７ 製品期末たな卸高 941 1,935

 ８ 製品売上原価 16,820 20,519 84.77 18,837 22,459 84.55

   売上総利益 3,686 15.23 4,105 15.45

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売運賃 772 778

 ２ 倉庫料 52 54

 ３ 役員報酬 58 55

 ４ 従業員給料手当 454 490

 ５ 賞与引当金繰入額 39 41

 ６ 役員賞与引当金繰入額 ― 4

 ７ 退職給付費用 74 71

 ８ 減価償却費 116 78

 ９ 支払手数料 ― 158

 10 特許手数料 69 90

 11 研究開発費 ※２ 425 444

 12 貸倒引当金繰入額 0 ―

 13 その他 977 3,040 12.56 807 3,076 11.58

   営業利益 646 2.67 1,028 3.87

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 17 51

 ２ 受取配当金 23 29

 ３ 為替差益 105 10

 ４ 受取賃貸料 ※１ 29 23

 ５ 有価廃棄物収入 ― 30

 ６ 雑収入 56 233 0.96 63 208 0.79



前事業年度
(自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 34 41

 ２ 債権譲渡損 ― 17

 ３ 雑損失 22 57 0.23 8 67 0.26

   経常利益 822 3.40 1,169 4.40

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産処分益 ※３ ― 0

 ２ 投資有価証券売却益 ※４ 0 15

 ３ 貸倒引当金戻入額 5 3

 ４ 災害補償金収入 124 ―

 ５ 子会社出資金          
   取崩為替差益

83 ―

 ６ 営業補償金収入 27 241 1.00 ― 19 0.07

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※５ 39 54

 ２ 減損損失 ※６ 21 ―

 ３ 投資有価証券売却損 ※７ ― 4

 ４ 投資有価証券評価損 ※８ 89 5

 ５ 貸倒引当金繰入額 ※９ 188 26

 ６ 役員退職金 35 374 1.55 27 117 0.44

   税引前当期純利益 689 2.85 1,071 4.03

   法人税、住民税 
   及び事業税

262 18

   法人税等調整額 45 307 1.28 428 446 1.68

   当期純利益 381 1.57 625 2.35

   前期繰越利益 203

   中間配当額 188

   当期未処分利益 395



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 8,583 51.12 10,859 55.91

Ⅱ 労務費 ※１ 2,790 16.62 2,779 14.31

Ⅲ 経費 ※２ 5,415 32.26 5,784 29.78

   当期総製造費用 16,788 100.00 19,423 100.00

   期首仕掛品たな卸高 836 1,274

    合計 17,624 20,698

   他勘定振替高 ※３ 12 6

   期末仕掛品たな卸高 1,274 860

   当期製品製造原価 16,337 19,831

前事業年度 当事業年度

※１ 労務費には次のものを含めております。

賞与引当金繰入額 180百万円

退職給付費用 342百万円

※１ 労務費には次のものを含めております。

賞与引当金繰入額 176百万円

退職給付費用 313百万円

※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。

電力料 623百万円

工場消耗費 380百万円

修繕費 513百万円

減価償却費 1,615百万円

外注加工費 1,095百万円

※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。

電力料 672百万円

工場消耗費 359百万円

修繕費 583百万円

減価償却費 1,591百万円

外注加工費 1,339百万円

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

固定資産振替額 12百万円

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

固定資産振替額 6百万円

 ４ 原価計算の方法   

   材料費、労務費、経費の原価要素を一定の製品単

位に集計し、単純、等級別に計算する総合原価計算

を行っております。

 ４ 原価計算の方法

同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 395

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却積立金取崩額 6 6

合計 401

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 188

 ２ 任意積立金

   特別償却積立金 8 197

Ⅳ 次期繰越利益 204



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,562 15,552 0 15,553

事業年度中の変動額

 利益処分による特別償却        
 積立金の取崩

 特別償却積立金の取崩

 利益処分による特別償却積立金の積立

 利益処分による利益配当

 剰余金の配当

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 5,562 15,552 0 15,553

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計特別償却
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,110 24 72 6,455 395 8,058 △ 503 28,670

事業年度中の変動額

 利益処分による特別償却積立金の取崩 △ 6 6 ― ―

 特別償却積立金の取崩 △ 8 8 ― ―

 利益処分による特別償却積立金の積立 8 △ 8 ― ―

 利益処分による利益配当 △ 188 △ 188 △ 188

 剰余金の配当 △ 187 △ 187 △ 187

 当期純利益 625 625 625

 自己株式の取得 △ 325 △ 325

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △ 6 ― ― 254 248 △ 325 △ 77

平成19年３月31日残高(百万円) 1,110 18 72 6,455 650 8,306 △ 829 28,593

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 517 517 29,188

事業年度中の変動額

 利益処分による特別償却積立金の取崩 ―

 特別償却積立金の取崩 ―

 利益処分による特別償却積立金の積立 ―

 利益処分による利益配当 △ 188

 剰余金の配当 △ 187

 当期純利益 625

 自己株式の取得 △ 325

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 28 △ 28 △ 28

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 28 △ 28 △ 105

平成19年３月31日残高(百万円) 489 489 29,082



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの

    当期末の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの

    当期末の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  先入先出法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

  総平均法による原価法

 (会計方針の変更)

  仕入価格の変動を平準化することで、たな卸資産を

より適正に評価するため、先入先出法による原価法

から総平均法による原価法に変更いたしました。こ

の変更により、従来の方法に比べ営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は44百万円減少しておりま

す。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、償却年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

   ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

   均等償却をしております。

   なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

 (3) 長期前払費用

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――  (3) 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上し

ております。 

  (会計方針の変更)

   当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号)を適用しております。

   この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が4百万円減少しており

ます。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当期末

において発生している額を計上しております。

   数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用

処理しております。

 (4) 退職給付引当金

同左

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

６ リース取引の処理方法

同左

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の

一部改正

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号)並びに改正後の「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 終改正平成18年８月11日  企業会計基準第

１号)及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 終

改正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２

号)を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

29,082百万円であります。

  財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

固定資産の減損に係る会計基準

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。

  これにより税引前当期純利益は21百万円減少してお

ります。

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

―――



表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (貸借対照表)

財務諸表等規則の改正により、「営業権」は、当事業

年度から「のれん」として表示しております。 

 また、「短期貸付金」は、総資産額の100分の1を超え

たため、区分掲記をすることとしました。なお、前期は

流動資産の「その他」に118百万円が含まれておりま

す。

(損益計算書)

財務諸表等規則の改正により、前事業年度において

「減価償却費」として掲記されていたもののうち、のれ

ん償却額に相当するもの（前事業年度38百万円）につい

ては、のれん償却額として販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示しております。

また、前事業年度において販売費及び一般管理費の

「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」

（前事業年度80百万円）については、販売費及び一般管

理費の合計額の100分の５超となったため、前事業年度

において営業外費用の「雑損失」に含めて表示しており

ました「債権譲渡損」（前事業年度2百万円）について

は、営業外費用の100分の10超となったため、それぞれ

当事業年度より区分掲記しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

35,015百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

36,447百万円

 
※２ 会社が発行する株式  普通株式 193,000,000株

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。

―――

   発行済株式総数    普通株式 48,391,922株

※３ 租税特別措置法上の準備金であります。 ※３ 租税特別措置法上の準備金であります。

※４ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている国庫補助金の圧縮記

帳額は次のとおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 42百万円

工具器具及び備品 100百万円

※４ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている国庫補助金の圧縮記

帳額は次のとおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 42百万円

工具器具及び備品 100百万円

――― ※５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。

    受取手形               5百万円

※６ 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 897百万円

未収入金 178百万円

買掛金 354百万円

※６ 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 916百万円

未収入金 225百万円

買掛金 362百万円

※７ 自己株式の保有数

普通株式 1,184,144株

―――

 ８ 配当制限

 有価証券の時価評価により純資産額が517百万円

増加しております。

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

―――

 



(損益計算書関係) 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

 
当期商品仕入高 2,263百万円

 

当期商品仕入高 3,045百万円

受取利息 25百万円

受取賃貸料 19百万円

※２ 研究開発費の総額

   一般管理費に含まれる研究開発費は425百万円で

あります。

   なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ

ん。

※２ 研究開発費の総額

   一般管理費に含まれる研究開発費は444百万円で

あります。

   なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ

ん。

――― ※３ 固定資産処分益０百万円は、機械及び装置に係る

ものであります。

※４ 投資有価証券売却益０百万円は投資事業有限責任

組合出資金に係るものであります。

※４ 投資有価証券売却益15百万円は投資信託に係るも

のであります。

※５ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 2百万円

構築物 1百万円

機械及び装置 24百万円

工具器具及び備品 3百万円

撤去工事費 7百万円

計 39百万円

※５ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 7百万円

構築物 4百万円

機械及び装置 35百万円

工具器具及び備品 3百万円

撤去工事費 4百万円

計 54百万円

 

※６ 減損損失

   当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 広島県安芸高田市 21百万円

（経緯）

   上記の土地については、廃棄物保管予定地として

取得しましたが、現在は遊休資産となっておりま

す。今後の利用計画も無く、地価も著しく下落して

いるため、減損損失を認識いたしました。

（グルーピングの方法）

   原則として、事業セグメント別に区分し、賃貸用

不動産及び将来の使用が見込まれていない遊休資産

については個々の物件単位としております。

（回収可能価額の算定方法等）

   正味売却価格、固定資産税評価額基準

―――

――― ※７ 投資有価証券売却損4百万円は、株式、投資信託 

  及び投資事業有限責任組合出資に係るものであり 

  ます。

※８ 投資有価証券評価損89百万円は株式に係るもので

あります。

※８ 投資有価証券評価損5百万円は株式に係るもので

あります。

※９ 貸倒引当金繰入額188百万円は、HUMANELECS CO., 

LTDへの長期貸付金に対するものであります。

※９ 貸倒引当金繰入額26百万円は、HUMANELECS CO., 

LTDへの長期貸付金に対するものであります。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議に基づく買取りによる増加 646千株 

   単元未満株式の買取りによる増加     31千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の市場への処分による減少  0千株 

  

(リース取引関係) 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 1,184 677 0 1,860

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 1,665 586 1,078

工具器具及び 
備品

197 110 87

合計 1,862 696 1,165

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装置 1,674 737 936

工具器具及び
備品

197 123 74

合計 1,872 861 1,010

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 263百万円

１年超 902百万円

合計 1,165百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 255百万円

１年超 754百万円

合計 1,010百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 236百万円

(2) 減価償却費相当額 236百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 265百万円

(2) 減価償却費相当額 265百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日現在)

当事業年度
(平成19年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。

同左

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 108百万円

未払事業税等否認 19百万円

たな卸資産評価損否認 62百万円

減価償却費損金算入限度超過額 56百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

854百万円

投資有価証券評価損否認 77百万円

関係会社株式評価損否認 515百万円

固定資産処分損 393百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 80百万円

その他有価証券評価差額金 0百万円

その他 3百万円

 繰延税金資産小計 2,172百万円

  評価性引当額 △8百万円

 繰延税金資産合計 2,163百万円

(繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △50百万円

その他有価証券評価差額金 △351百万円

その他 △18百万円

 繰延税金負債合計 △420百万円

 差引：繰延税金資産の純額 1,742百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 108百万円

未払事業税等否認 3百万円

たな卸資産評価損否認 5百万円

減価償却費損金算入限度超過額 56百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

902百万円

投資有価証券評価損否認 39百万円

関係会社株式評価損否認 158百万円

固定資産処分損 373百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 86百万円

その他有価証券評価差額金 0百万円

その他 3百万円

 繰延税金資産小計 1,738百万円

  評価性引当額 △8百万円

 繰延税金資産合計 1,729百万円

(繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △50百万円

その他有価証券評価差額金 △332百万円

その他 △12百万円

 繰延税金負債合計 △395百万円

 差引：繰延税金資産の純額 1,333百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.8%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5%

住民税均等割等 1.8%

試験研究税額控除等による影響  △5.5%

修正申告による影響 4.2%

その他 1.5%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7%

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7%

住民税均等割等 1.1%

試験研究税額控除等による影響 △0.3%

法人税等還付金 △1.1%

その他 0.0%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.7%

 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 618.29円 １株当たり純資産額 625.01円

１株当たり当期純利益 8.07円 １株当たり当期純利益 13.30円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項 目
前事業年度末

(平成18年３月31日)
当事業年度末

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 29,082

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 29,082

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 48,391

普通株式の自己株式数(千株) ― 1,860

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

― 46,531

項 目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 381 625

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 381 625

普通株式の期中平均株式数(千株) 47,226 47,021



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、平成18年６月９日開催の取締役会において、

会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式を取得

することを決議いたしました。

１ 当社は、平成19年４月２日開催の取締役会におい 

 て、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式 

 を取得することを決議いたしました。

 

(1)理由 :資本効率の向上及び今後の経
営環境の変化に対応した機動
的な資本政策を図るため

(2)取得する株式の種類:普通株式

(3)取得する株式の数 ：700,000株(上限)

(4)株式取得価額の総額：350百万円(上限)

(5)自己株式取得の日程
:平成18年６月12日から
 平成18年12月22日まで

 

(1)理由 :資本効率の向上及び今後の経
営環境の変化に対応した機動
的な資本政策を図るため

(2)取得する株式の種類:普通株式

(3)取得する株式の数 ：500,000株(上限)

(4)株式取得価額の総額：250百万円(上限)

(5)自己株式取得の日程
:平成19年４月２日から
平成19年６月29日まで

２ 平成19年４月１日付けで連結子会社㈱トダドットコ

ムの全株式を、関連当事者である戸田ホールディング

ス㈱へ売却いたしました。 

 この結果、当該子会社は第75期より連結の対象から

外れることとなります。 

 なお、簿価での売却となったため、これによる売却

損益の発生はありません。

 ㈱トダドットコムの概要 

  所在地   広島市南区的場町一丁目２番21号 

  代表者   代表取締役社長 濱口佳弘 

  資本金   30百万円 

  事業の内容 情報機器のリサイクル事業



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

   ㈱ＴＤＫ 90,000 919

  ㈱広島銀行 1,180,000 765

  松下電器産業㈱ 44,000 104

  ㈱山口フィナンシャルグループ 51,000 80

  ㈱リコー 29,427 78

  東洋証券㈱ 100,000 54

  ㈱みずほフィナンシャルグルー
プ

50 37

  日立マクセル㈱ 22,000 35

  みずほインベスターズ証券㈱ 100,000 28

  テイカ㈱ 86,000 28

  その他21銘柄 373,635 145

計 2,076,113 2,280

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

   投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資

2口 9

計 ― 9



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 有形固定資産の当期増加額のうち、主なものは下記のとおりであります。 

  

 
  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び回収による取崩

額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末 
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 9,315 316 17 9,614 5,088 266 4,526

 構築物 1,964 42 6 2,000 1,277 55 722

 機械及び装置 33,471 1,090 242 34,319 28,061 1,283 6,258

 車両及びその他の 
 陸上運搬具

70 0 0 69 65 1 4

 工具器具及び備品 2,269 113 59 2,322 1,954 101 368

 土地 5,867 ― ― 5,867 ― ― 5,867

 建設仮勘定 404 1,423 1,221 606 ― ― 606

有形固定資産計 53,364 2,985 1,549 54,800 36,447 1,709 18,353

無形固定資産

 のれん ― 25 5 20 16 5 4

 営業権 25 ― 25 ― ― ― ―

 特許権 21 ― 5 16 8 2 7

 ソフトウェア 155 4 2 157 109 31 47

 その他 37 ― ― 37 24 6 12

無形固定資産計 238 29 37 230 158 44 71

長期前払費用 38 ― 10 28 20 2 8

資産の種類 設備内容 金額(百万円) 設置場所

建物 機能性顔料生産設備 273 大竹事業所

機械及び装置 機能性顔料生産設備 600 大竹事業所

機械及び装置 電子素材生産設備 114 小野田事業所

建設仮勘定 電子素材生産設備 172 大竹事業所

建設仮勘定 電子素材生産設備 106 小野田事業所

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 218 26 22 4 218

賞与引当金 268 264 268 ― 264

役員賞与引当金 ― 4 ― ― 4



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 5

預金

 当座預金 21

 普通預金 1,132

計 1,153

合計 1,158

相手先 金額(百万円)

森下産業㈱ 15

コスモ石油販売㈱ 12

竹中産業㈱ 12

㈱プラセス 10

東京フェライト製造㈱ 10

その他 121

合計 182

期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 10

平成19年５月満期 16

平成19年６月満期 62

平成19年７月満期 48

平成19年８月満期 39

平成19年９月以降満期 5

合計 182



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

 
  

⑤ 製品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

ソニー㈱ 653

上野キヤノンマテリアル㈱ 615

戸田アメリカINC. 460

キヤノン㈱ 393

日本ペイント㈱ 356

その他 4,624

合計 7,103

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

7,761 27,023 27,682 7,103 79.6 100.4

品名 金額(百万円)

フェライト材料 16

各種着色材料 53

 電池材料 241

その他 5

合計 316

品名 金額(百万円)

 磁性粉末材料 138

 フェライト材料 289

 各種着色材料 285

 電池材料 1,187

 その他 34

合計 1,935



⑥ 原材料 

  

 
  

⑦ 仕掛品 

  

 
  

⑧ 貯蔵品 

  

 
  

⑨ 関係会社株式 

  

 
  

品名 金額(百万円)

主原料 417

副原料 264

燃料 50

包装材料 13

合計 746

品名 金額(百万円)

磁性粉末材料 338

フェライト材料 138

 各種着色材料 325

電池材料 50

その他 6

合計 860

品名 金額(百万円)

工場消耗品 120

 その他 265

合計 385

銘柄 金額(百万円)

（子会社株式） 
富士化水工業㈱

1,463

戸田マテリアル㈱ 498

戸田アメリカINC. 244

その他 108

合計 2,315



⑩ 関係会社長期貸付金 

  

 
  

⑪ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

⑫ 短期借入金 

  

 
  

⑬ 長期借入金 

  

 
  

区分 金額(百万円)

戸田フェライトコリア㈱ 1,100

富士化水工業㈱ 1,000

 その他 805

合計 2,905

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 259

戸田ピグメント㈱ 206

㈱オーエムジージャパン 175

岩谷産業㈱ 144

戸田マテリアル㈱ 139

その他（吉南運輸㈱ 他） 1,700

合計 2,625

区分 金額(百万円)

㈱広島銀行 1,200

㈱みずほコーポレート銀行 1,200

㈱中国銀行 900

 その他 850

合計 4,150

区分 金額(百万円)

㈱広島銀行 1,100

㈱中国銀行 700

 その他 500

合計 2,300



⑭ 退職給付引当金 

  

 
  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(百万円)

退職給付債務 3,833

未認識数理計算上の差異 262

 年金資産 △ 1,856

合計 2,238



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株式については、 
その株式を表示した株券の５種類

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき  210円

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 8,400円

  株券登録料 １件につき  115円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

 当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載して
行おります。 
 なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお
りとなります。 
 (ホームページアドレス http：//www.todakogyo.co.jp/docs/ir/j/index.html）

株主に対する特典 ありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第73期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。

(2) 自己株券買付状況 
報告書

平成18年７月10日 
平成18年８月２日 
平成18年９月１日 
平成18年10月２日 
平成18年11月９日 
平成18年12月８日 
平成19年１月11日 
平成19年２月９日 
平成19年３月９日 
平成19年４月６日 
平成19年５月14日 
平成19年６月８日 
関東財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況報
告書の訂正報告書

上記(2)自己株券買付状
況報告書のうち平成18年
11月9日及び平成18年12
月8日に提出した報告書
に係るもの

平成18年12月28日 
関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関す
る内閣府令第19条第２項
第３号(特定子会社の異
動)に基づくもの

平成18年10月２日 
関東財務局長に提出。

(5) 半期報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第73期中)

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

平成18年11月30日 
関東財務局長に提出。

(6) 半期報告書 (第74期中) 自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月15日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成18年６月30日

戸田工業株式会社 

取締役会  御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、戸田工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日開催の取締役会において、自己

株式を取得することを決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  田   修    ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成19年６月29日

戸田工業株式会社 

取締役会  御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、戸田工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

追記情報  

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」(注)６事業区分の変更に記載されているとおり、会社

は当連結会計年度よりセグメント情報の事業区分を変更した。  

 また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月２日開催の取締役会において、自己

株式を取得することを決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  友  田  民  義  ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成18年６月30日

戸田工業株式会社 

取締役会  御中  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、戸田工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日開催の取締役会において、自己

株式を取得することを決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  田   修    ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成19年６月29日

戸田工業株式会社 

取締役会  御中  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第74期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、戸田工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月２日開催の取締役会において、自己株式を

取得することを決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  友  田  民  義  ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
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